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岩国市水道ビジョン 
～安心をそえて届ける水道水～



山口県の最東端に位置する岩国市は、清流錦川をはじめとする豊かな自然環境に加え、

名勝錦帯橋や岩国城跡があり、歴史的な建造物や街並みなど、豊かな自然と居住性のバ

ランスが備わった美しい街です。 

現在の「岩国市」は、平成18(2006)年 3月に８市町村（旧岩国市、由宇町、玖珂町、

周東町、美和町、本郷村、美川町、錦町）が新設合併し、約9年が経過したところです。 

この合併に伴い岩国市の水道事業は、簡易水道事業統合計画に基づいて、平成 28 年

度中に柱島、端島、黒島を除く８市町村全ての簡易水道事業を上水道事業に統合し、1

上水道事業3簡易水道事業での運営を目指しているところです。 

岩国市の水道事業を取り巻く情勢は、高度成長期に整備された大量施設の老朽化に伴

う更新や災害に強い施設整備など、将来に受け継ぐ取組みが必要不可欠ですが、その取

組みを実施するためには多額の財源を確保する必要があります。 

しかし、将来の日本の社会情勢においては、人口減少の加速化が予測され、岩国市も

例外ではありません。そのため、岩国市水道事業は、給水人口の減少等により料金収入

の増加が見込めないことから、今後も厳しい財政状況が続き、老朽化施設の更新や耐震

化など強靭で持続可能な水道の運営が困難となることが予測されます。 



一方では、水道事業の責務として安全で安心な水を供給することや、災害時にも安定

的な給水を行うための施設水準の向上への取組みが求められているため、その基礎とな

る運営基盤を強化する必要があります。 

これらの課題を適切に対処するためには、将来を見据えて水道事業の方向性を定め、

現状を多角的に分析したうえで計画的に実行することが重要かつ必要です。 

そのため、厚生労働省は、平成16(2004)年 6月に日本の水道事業の目標となる将来

像と具体的な施策・工程を示した「水道ビジョン」が策定され、平成20(2008)年 3月

に改訂されました。その後、東日本大震災を教訓にして、より災害に強い持続可能な水

道を実現するために、また水道を取り巻く環境の大きな変化に対応するために全面的な

水道ビジョンの見直しが行われ、平成25(2013)年 3月に新たな「新水道ビジョン」が

策定されました。 

このようなことから岩国市水道局では、厚生労働省から示された「新水道ビジョン」

の方針と平成20(2008)年 12月に策定した岩国市水道ビジョンで設定した目標（業務

指標）を踏まえ、現状の岩国市水道事業の分析・評価を行いました。 

その結果を基に、岩国市水道事業が目指すべき将来像を設定し、平成 35(2023)年度

までの具体的施策を示した「岩国市水道ビジョン」を策定しました。 

平成 27（2015）年 3月 

写真 【錦見浄水場から岩国市内を望む】 
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第１節 岩国市の概要

（１）位置及び自然環境

岩国市は、山口県の最東端に位置し、東は広島県と瀬戸内海、北は島根県、西は周南

市、南は光市と柳井市に面し、人口約14万人、面積873.85km2を有する都市である。 

市内には、岩国市上水道の主要な水源である錦川が流れ、県内最高峰の寂地山を有す

る西中国山地国定公園の山々を擁し、豊かな自然に恵まれている。 

また、観光都市としての一面も持ち、日本三名橋の一つである錦帯橋や岩国城跡、 

山代地域※には、温泉や自然景勝地などを生かした観光、交流施設があり、多くの観光

資源に恵まれた都市でもある。 

【図 1-1 地区の圏域図(岩国市)】

岩国市の中心部と南部は沿岸部に位置するため、一年を通じて穏やかな気候に対し、

北部地域は山地型のため、沿岸部に比べ平均気温は 2～3 度低く、年間降水量は

400mm～600mm程度多くなっている。(岩国市地域防災計画より加筆) 

※美和地域・本郷地域・美川地域・錦地域は古くから「周防山代庄」と称されている。

第１節 岩国市の概要
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（２）人口と世帯数

現在、岩国市の人口は142,063人、世帯数は66,548世帯(平成 26(2014)年 

4 月 1 日現在)であり、直近 5 年間で人口は 6,769 人減となり、世帯数とともに減少

している。 

表 1-1 及び図 1-2 に示すとおり、人口密度(人口÷総面積 873.85km2)は、平成

21(2009)年の 170.32 人/km2から平成 26(2014)年には 162.57 人/km2まで減

少している。 

表 1-2 及び図 1-3 に示すとおり、人口構成比(年齢別人口推移)を見ると、年少(15

歳未満)人口と生産年齢(15～64歳)人口は全国、県、岩国市とともに減少し、老年(65

歳以上)人口が増大している。 

また岩国市は、全国及び山口県と比較(表 1-3、図 1-4及び図1-5 参照)すると、年

少(15歳未満)人口の減少と老年(65 歳以上)人口が増加していることから、少子高齢化

が進行している地域と言える。 

今後、少子高齢化や若者の都市部への流出を加味すると、さらに人口は、減少する恐

れがあることから次世代を見据えた水道事業における対策を行う必要がある。 
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【表 1-1 岩国市の人口】 
「統計いわくにし」岩国市情報統計課情報政策班より  

※各年度の 4月 1日現在を示す。  

【図 1-2 岩国市の人口と世帯数の推移】 

H21年 H22年 H23年 H24年 H25年 H26年

人     口 148,832 147,823 146,677 145,068 143,827 142,063

世 帯 数 66,951 67,057 67,015 66,756 66,720 66,548

世 帯 数 H21年 H22年 H23年 H24年 H25年 H26年

　旧 岩国市 46,523 46,562 46,556 46,347 46,367 46,358

　由宇総合支所 3,724 3,746 3,770 3,787 3,816 3,826

　玖珂総合支所 4,620 4,688 4,770 4,791 4,831 4,841

　周東総合支所 6,031 6,057 6,072 6,096 6,085 6,070

　美和総合支所 2,055 2,034 2,031 2,029 2,001 1,976

　本郷支所 603 593 587 569 560 532

　美川支所 778 759 728 712 698 675

　錦総合支所 1,714 1,692 1,654 1,613 1,581 1,524

　外国人登録Ｂ 903 926 847 812 781 746

合計 66,951 67,057 67,015 66,756 66,720 66,548

人     口 H21年 H22年 H23年 H24年 H25年 H26年

　旧 岩国市 102,459 101,883 101,136 100,157 99,529 98,446

　由宇総合支所 9,007 8,884 8,877 8,812 8,726 8,657

　玖珂総合支所 10,943 10,949 10,984 10,951 10,917 10,874

　周東総合支所 13,977 13,889 13,673 13,555 13,346 13,179

　美和総合支所 4,704 4,629 4,567 4,471 4,393 4,281

　本郷支所 1,189 1,158 1,128 1,061 1,018 961

　美川支所 1,472 1,409 1,355 1,298 1,257 1,190

　錦総合支所 3,416 3,359 3,275 3,136 3,049 2,936

　外国人登録Ｂ 1,665 1,663 1,682 1,627 1,592 1,539

合計 148,832 147,823 146,677 145,068 143,827 142,063
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【表 1-2 将来の市区町村別人口および指数(H22 年＝100 とした場合)】 
『日本の地域別将来推計人口』 国立社会保障・人口問題研究所より  

※”統計いわくにし”の人口とは異なる。 

【図 1-3 人口構成比】 

H22年 H27年 H32年 H37年 H42年 H47年 H52年

143,857 137,235 130,300 122,846 115,341 107,930 100,673

18,598 16,701 14,833 13,248 11,913 11,047 10,423

（12.9%） （12.2%） （11.4%） （10.8%） （10.3%） （10.2%） （10.4%）

83,261 74,843 69,115 64,647 60,676 56,196 50,425

（57.9%） （54.5%） （53.0%） （52.6%） （52.6%） （52.1%） （50.1%）

41,998 45,691 46,352 44,951 42,752 40,687 39,825

（29.2%） （33.3%） （35.6%） （36.6%） （37.1%） （37.7%） （39.6%）

22,246 24,109 25,616 28,064 28,124 26,736 24,871

H22年 H27年 H32年 H37年 H42年 H47年 H52年

100.0 95.4 90.6 85.4 80.2 75.0 70.0

100.0 89.8 79.8 71.2 64.1 59.4 56.0

100.0 89.9 83.0 77.6 72.9 67.5 60.6

100.0 108.8 110.4 107.0 101.8 96.9 94.8

100.0 119.6 130.3 138.6 151.7 152.9 146.5

岩国市

岩国市

（人口構成比）

（人口構成比）

（人口構成比）

  （75歳以上人口）

地域
指数（H22年：2010年＝100）

年少（0-14歳）人口

生産年齢（15-64歳）人口

老年（65歳以上）人口

（人口構成比）

（人口構成比）

（人口構成比）

地域
総人口（人）

年少（0-14歳）人口

生産年齢（15-64歳）人口

老年（65歳以上）人口

  （75歳以上人口）
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【表 1-3 将来の市区町村別人口および指数(H22 年＝100 とした場合)】 
『日本の地域別将来推計人口』 国立社会保障・人口問題研究所より     

【図 1-4 人口構成比(H22 年度)】 

【図 1-5 人口構成比(H37 年度)】 

（人口構成比）

（人口構成比）

（人口構成比）

（人口構成比）

（人口構成比）

（人口構成比）

山口県

全国

岩国市

山口県

全国

岩国市

地域

指数※1 71.2 77.6 107.0

地域
H37年度　総人口（人）

年少（0-14歳）人口 生産年齢（15-64歳）人口 老年（65歳以上）人口

年少（0-14歳）人口 生産年齢（15-64歳）人口 老年（65歳以上）人口

H22年度　総人口（人）

184,088

41,998

（29.2%）

406,140

（12.7%）

16,839,170

（13.1%）

83,261

（59.3%）

18,598

（12.9%） （57.9%）

861,110

（28.0%）

81,734,517 29,483,665

（63.8%） （23.0%）

（35.4%）

13,248 64,647 44,951

（10.8%） （52.6%） （36.6%）

137,331 686,386 451,470

（10.8%） （53.8%）

13,240,417 70,844,911 36,573,488

（11.0%） （58.7%） （30.3%）

※1 (H37年度人口/H22年度人口)×100　※”統計いわくにし”の人口とは異なる。※不明が存在するため100%にはならない。
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第２節 水道の概要

（１）岩国市の水道事業のあゆみ

岩国市の水道事業は、昭和11(1936)年度に現在の母体となる麻里布町水道事業とし

て発足したのち、旧陸軍燃料廠水道施設や駐留軍専用水道施設を大蔵省(現財務省)から

無償で譲り受けた。その後、人口の増加や未給水地区の解消等に伴い、旧岩国市を含む

一帯の給水区域の拡張、事業の統合を行い、現在の錦見浄水場を拠点とする区域を賄っ

ている。 

岩国市は、岩国広域圏(旧岩国市、由宇町、玖珂町、周東町、美和町、本郷村、美川町

及び錦町)の 8市町村が平成18(2006)年 3月に新設合併された。 

この市町村合併に伴い岩国市の水道事業は、3 上水道(岩国市、由宇町、玖珂町)を事

業統合し、岩国市水道局(1上水道)と岩国市環境部環境保全課(17簡易水道)が運営を行

った。その後、簡易水道事業統合計画に基づき 9 簡易水道が上水道に統合され、平成

26(2014)年度末では、上水道1事業、簡易水道8事業を運営している。 

今後は、平成28(2016)年に独自認可(柱島、端島、黒島)を除く全ての簡易水道事業

を統合した上水道 1 事業、簡易水道 3 事業とし、需要者のニーズに対応した安全で良

質な水の確保と災害時も含めて長期的な展望に立った供給体制の充実を図り、安定した

供給を確保するよう事業を進めている。 

第２節 水道の概要
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【表 1-4 主な沿革】 

S 11年 8月 麻里布町水道認可申請・国庫補助申請・県費補助申請 

S 14年 9月 麻里布町上水道完成 

S 16年 5月 陸軍燃料廠岩国工廠水源地(現錦見浄水場)完成 

S 20年 8月 岩国駅を中心に付近一帯被爆し配水管の被害を受ける 

S 23年 7月 第 1次拡張計画可決、事業開始 

S 24年 3月 旧陸軍燃料廠水道施設譲渡許可 

S 24年 5月 第 2次拡張計画可決、事業開始 

S 30年 4月 周辺 7か村と合併 

S 32年 9月 水道局発足 

S 35年 12月 和木村(現和木町)拡張工事完成 

S 41年 1月 第 3次拡張事業認可申請、事業開始 

S 46年 3月 第 1、第2牛野谷水源地を統合 

S 49年 3月 今津浄水場及び前川原水源地廃止(第 3次拡張事業完成) 

S 51年 12月 今津浄水場水利権を錦見浄水場に変更 

S 52年 12月 第 4次拡張事業認可申請、事業開始 

S 59年 3月 生見川ダム完成 

H 6年 4月  既設高台団地の引き取り事業開始 

H 10年 6月 水利権変更許可申請(79,640m3)山口県から許可 

H 13年 3月 水道事業変更認可申請書厚生労働省から認可 

H 15年 2月 通津地区給水区域拡大事業開始 

H 18年 3月 市町村合併に伴い旧岩国市、旧由宇町、旧玖珂町水道事業統合 

H 19年 8月 由宇地区給水事業開始 

H 20年 12月 岩国市地域水道ビジョン策定 

H 21年 4月 梅が丘団地専用水道統合 

H 21年 4月 藤河御庄地区給水区域拡大事業開始 

H 21年 5月 耐震化事業開始(錦見浄水場から) 

H 22年 4月 黒磯団地の引き取り 

H 23年 3月 水道事業変更認可申請書(第二次給水区域拡大) 

厚生労働省から認可、簡易水道事業統合開始 

H 23年 4月 小瀬・阿品簡易水道事業統合 

H 24年 4月 高森南簡易水道事業統合 

H 25年 4月 由西・美和・秋掛簡易水道事業統合 

H 26年 4月 本郷・波野原・波野中簡易水道事業統合 

※1 整備の時代 

※2 復旧・拡張の時代 

※3 安定供給の時代 

創
設
期

※
１

躍
動
期

※
２

安
定
期

※
３
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※岩国市水道事業は上水道事業である。※(  )内は旧事業名  (H27 年 3月現在)    

【図 1-6 岩国市水道事業への統合認可事業】 

【図 1-7 簡水独自認可事業】

向峠簡易水道事業
むかたお

統合予定(H28年4月) 宇佐
　う　さ

郷
ごう

簡易水道事業

広瀬
ひろせ

簡易水道事業

(由
 ゆ

西
せい

簡易水道事業)

(本郷
ほんごう

簡易水道事業)

統合済(H26年4月) (波
 は

野
 の

原
ばら

簡易水道事業)

(波
 は

野
 の

中
なか

簡易水道事業)

河
かわ

山
やま

簡易水道事業

統合予定(H27年4月)

南
 な

桑
ぐわ

簡易水道事業

統合済(H24年4月) (高森
たかもり

南
みなみ

簡易水道事業)

(美和
  み  わ

簡易水道事業)
岩国市水道事業
(岩国市水道局)

統合済(H25年4月) (秋
あき

掛
がけ

簡易水道事業)

岩国市
いわくに し

水道事業

統合済(H18年3月) (由宇町
ゆうちょう

上水道事業)

(玖珂町
くがちょう

上水道事業)

(小瀬
 お  ぜ

簡易水道事業)

統合済(H23年4月)

(阿品
 あ  じな

簡易水道事業)

端島
はしま

簡易水道事業

黒島
くろしま

簡易水道事業

今後も存続
独自認可事業
(岩国市環境部環境保全課)

柱
はしら

 島
 じま

簡易水道事業
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（２）各事業の特性と施設概要

岩国市の水道は、表流水、伏流水、地下水及び柳井地域広域水道企業団からの受水

を含む25水源1受水を有しており、原水水質に応じて適切な浄水処理を行い水道利

用者に供給している。 

以下、表 1-5 に各水道事業の創設時の計画諸元を示し、図 1-8～図 1-11 に各事

業案内、施設概要(平成23年度認可図書より)を示す。 

【表 1-5 各水道事業の計画諸元】

事 業 名 給水開始 
計画給水人口 

(人)
計画給水量 
(m3/日)

地域名 

岩
いわ

国
くに

市
し

水道事業 S12年8月※1 110,000※2 73,000※2 旧岩国地区 

(小
お

瀬
ぜ

簡易水道事業) S46年5月 774 280 
岩国地区 

(阿
あ

品
じな

簡易水道事業) S53年4月 420 84 

(由宇町
ゆうちょう

上水道事業) S34年11月※1 8,800※2 5,600※2
由宇地区 

(由
ゆ

西
せい

簡易水道事業) H12年8月 670 330 

(玖珂町
くがちょう

上水道事業) S47年4月※1 11,000※2 4,280※2 玖珂地区 

(高
たか

森
もり

南
みなみ

簡易水道事業) S55年8月 3,130 2,162 周東地区 

(美
み

和
わ

簡易水道事業) S38年4月 4,960 2,530 
美和地区 

(秋
あき

掛
がけ

簡易水道事業) S55年4月 200 54 

(本
ほん

郷
ごう

簡易水道事業) H9年 6月 278 170 

本郷地区 (波
は

野
の

原
ばら

簡易水道事業) H15年8月 140 46 

(波
は

野
の

中
なか

簡易水道事業) H8年 4月 175 89 

河
かわ

山
やま

簡易水道事業 S45年4月 560 250 
美川地区 

南
な

桑
ぐわ

簡易水道事業 S45年4月 500 175 

向
むか

峠
たお

簡易水道事業 S63年1月 232 94 

錦地区 宇
う

佐
さ

郷
ごう

簡易水道事業 H19年2月 126 73 

広
ひろ

瀬
せ

簡易水道事業 S39年4月 2,270 995 

柱
はしら

島
じま

簡易水道事業 S47年9月 900 166 

島嶼部 端
は

島
しま

簡易水道事業 S43年8月 260 34 

黒
くろ

島
しま

簡易水道事業 S43年8月 110 18 

※(   ) 内は、旧事業名   ※1～※2は前回水道ビジョンより、その他は山口県の水道の現況より引用 

※1起工年月を示す。 ※2統合途中の計画値(H20 年 12 月)を示す。    
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■各事業案内図 

【図 1-8 岩国市統合事業案内図】 

※岩国市水道年報より(H26 年) 

北部地域 

(別紙拡大図 図 1-9) 

南部地域 

(別紙拡大図 図 1-10) 

※柱島、端島、黒島は統合しないため除く 
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【図 1-9 岩国市統合事業案内図(北部地域)】  

岩国市北部地域 

※岩国市水道年報より(H26 年) 
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【図 1-10 岩国市統合事業案内図(南部地域)】 

岩国市南部地域 

※岩国市水道年報より(H26 年) 
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■施設概要図(平成 23年度岩国市水道事業変更認可申請書より) 

・上水統合(H18年 3月) 

【錦見浄水場(岩国地区)】

【瀬田水源系(玖珂地区)】 

【図 1-11 取水・浄水・配水フロー図(その 1)】 

浄水池No.1
錦見配水池
No.1

錦見水源
（錦川表流水）

集水井
着水井・
混和池

沈殿池
急速
ろ過池

79,640m3/日

79,640m3/日
浄水池No.2

錦見配水池
No.２

牛野谷加圧ポンプ場 通津加圧ポンプ場

牛野谷配水池 通津配水池

愛宕山加圧ポンプ場 黒磯加圧ポンプ場

愛宕山配水池 黒磯配水池

平田加圧ポンプ場

平田配水池

次亜塩素酸ソーダ
次亜塩素酸ソーダ 次亜塩素酸ソーダＰＡＣ

RC 26池

A=22.45ｍ2×16池

A=46.7ｍ2×10池

RC V=1,800m3

16.0m×16.0m×H3.6m×2池

RC V=2,200m3

39.6m×18.0m×H3.6×1池

P

RC 5池
11.5m×40.5m×H4.5ｍ×2池

15.2m×19.0m×H3.76m×2池
14.0m×27.7m×H4.15m×1池

P

P

P

P

配水

配水

配水

RC  V=820.0m3

5.87m×14.08m×H10.00ｍ

着水井 RC V=150m3/日

12.20m×6.40m×H5066m×1井

混和池 RC V=91.4m3,38.7m3

4.80m×4.80m×H3.97m×1池

4.80m×3.00mm×H2.69m×1池

RC V=380m3×1池,4,180m3×1池,

2.220m3×1池,4,160m3×1池
HWL +55.40m

LWL +50.95m

RC  V=5,270m3×2池

HWL +55.40m
LWL +50.95m

RC V=1,200m3×1池,

3,800m3×1池

HWL +53.30m

LWL +49.70m

ＰC V=1,500m3×2池

HWL +80.00m

LWL +75.00m

PC V=3,00m3×1池

HWL +61.30m

RC V=550m3×2池,450m3×1池

HWL +78.00m

LWL +75.00m

配
水

ＳＵＳ V=900m3×1池（2槽）

HWL +121.50m

P

P

②上北浄水場（由宇地区）

拝岩
配水池

千鳥ケ丘
配水池

神東
配水池

由宇第１・第２水源
（伏流水）

接合井
第１
取水井

第２
取水井

急速ろ過機
(除ﾏﾝｶﾞﾝ設備)

上北
浄水池

3,600m
3
/日(予備※)

3,600m
3
/日

(地下水) 上北第２
配水池

上北第１
配水池

由宇３水源
（浅井戸）

取水井

1,000m
3
/日（予備※）

1,000m
3
/日

由宇４水源
（浅井戸）

取水井

1,000m
3
/日（予備※）

1,000m
3
/日

※平成28年度以降

千鳥ケ丘

増圧ポンプ所

RC 　V=67.2m
3
×1池

HWL+　　 m

LWL+　　 m

RC 　V=512m
3
×1池

HWL+59.90m

LWL+57.52m

RC 　V=150m
3
×1池

HWL+59.90m

LWL+56.90m

RC 　V=600m
3
×1池

HWL+73.15m

LWL+69.15m

RC 　V=300m
3
×1池,

　　　　　190ｍ
3
×1池

HWL+95.95m

LWL+92.90m

次亜塩素酸ソーダ 次亜塩素酸ソーダ

RC V=220ｍ3

8.0m×9.0m×H3.2m×1池

P

P

P

配水

配
水

上北送水ポンプ所

RC

φ1.9m×H7.8m RC
φ6.0m×H18.0m

コルゲート井筒

φ1.5m×H9.0m

ボーリング管井

φ0.4m×H25.5m

RC ＰＡＣ

配水

配
水

谷津加圧施設

瀬田水源
（浅井戸）

取水井
瀬田
配水池

谷津
受水槽

谷津
配水池

3,000m
3
/日

3,000m3/日

高森南浄水場
有延受水場
（浄水受水）

1,000m
3
/日

1,000m
3
/日

野口
受水槽

野口水源
（浅井戸）

取水井
野口
配水池

280m
3
/日

280m3/日

次亜塩素酸ソーダ

次亜塩素酸ソーダ

P
配水

P

配水

RC
内径5.0m×H12.0m

RC
内径1.0m×H5.0m

次亜塩素酸ソーダ SUS V=10m3

生石灰注入設備

SUS V=10m3×1槽

HWL+82.46m
LWL+80.80m

SUS V=100m3×1池

HWL+140.00m
LWL+137.50m

SUS V=1,100m3×1池

HWL+111.00m
LWL+108.00m

SUS V=200m3×1池

HWL+134.94m

SUS V=100m3

HWL+49.275m
LWL+47.275m

P

配
水

※平成 23年度岩国市水道事業変更認可申請書より 

【上北浄水場(由宇地区)】 
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・簡水統合 

統合済(H23年 4月) 

【小瀬浄水場系(岩国地区)】 

【阿品浄水場(岩国地区)】

統合済(H24年 4月) 

【高森南浄水場(周東地区)】 

【図 1-11 取水・浄水・配水フロー図(その 2)】 

小瀬第１号井
（浅井戸）

急速
ろ過機

ｴｱﾚｰｼｮﾝ
設備

浄水池
小瀬
配水池

   300m3/日(予備）

   300m3/日

(予備） (予備）

小瀬第２号井
（深井戸）

300m3/日

300m3/日

次亜塩素酸ソーダ

SUS
φ0.8ｍ×H3.5ｍ

配水

RC V=12.6m3

2.0m×4.2m×H1.5m×1池
SUS V=230m3×1池

HWL+79.95m

LWL+76.95m

P

弥山下川水源
（弥山下川表流水）

沈殿池
緩速
ろ過池

浄水池
阿品
配水池

84m3/日

84m3/日

次亜塩素酸ソーダ

RC V=28m3

2.0m×5.6m×H2.5m

RC

3.5m×5.0m×2池

A=16.8m2

RC V=3.5m3×1池

2.0m×3.0m×H0.58m×1池

配水

RC V=86m3×1池

HWL+163.10m

LWL+159.50m

次亜塩素酸ソーダ

P

浄水場(1号）

高森南第１
配水池

高森南１・２号井
（深井戸）

浄水池

2,000m
3
/日

1,167m
3
/日

高森南第２
配水池

浄水場(2号）

高森南３号井
（浅井戸）

浄水池
高森南第３
配水池

995m3/日

995m
3
/日

次亜塩素酸ソーダ

次亜塩素酸ソーダ

RC V=50.00m3

4.00m×2.50m×H3.00m×2池

SUS V=42.00m3

2.5m×4.5m×H2.5m×2槽

配水

ＳＵＳ V=528m3×1池（2槽）

HWL+114.85m

LWL+110.70m

PC  V=326m3×1池（2槽）

HWL+114.85m

LWL+110.70m

RC  V=336m3×1池（2槽）

HWL+114.85m

LWL+110.70m

P

P

※平成 23年度岩国市水道事業変更認可申請書より 
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統合済(H25年 4月)

【西部浄水場(美和地区)】

【東部浄水場(美和地区)】 

【秋掛浄水場(美和地区)】 

【由西配水場(由宇地区)】 

【図 1-11 取水・浄水・配水フロー図(その 3)】 

金山
配水池

西部水源
（生見川表流水）

着水井
急速
ろ過機

緩速
ろ過池

浄水池
生見
配水池

1,100m3/日

1,100m3/日

陽の出
配水池

鮎谷
配水池

長野
配水池

ＰＡＣ

RC
3.0m×8.5m×H2.0m

RC

11.0m×6.4m

A=70.0.ｍ2×4池 陽の出加圧ポンプ所

金山加圧ポンプ所

生見送水ポンプ

長野送水ポンプ

配水
配
水

次亜塩素酸ソーダ

次亜塩素酸ソーダ

RC V=29m3

6.4m×3.3m×H1.4×1池

RC V=15m3

5.4m×2.0m×H1.4×1池

P

P

P

P

RC V=90.0m3×1池

HWL +192.0m

LWL +189.0m

RC V=75.6m3×1池

HWL+168.0m

LWL+165.0m

RC V=85.0m3×2池

HWL +206.0m
LWL +203.0m

RC V=62.0m3×2池

HWL +277.5m

LWL +274.5m

RC V=125m3×2池

RC V=250m3×1池

HWL +211.5m

LWL +208.5m

配水

配水

配水

坂上加圧ポンプ所

滑
配水池

坂上
配水池

東部第１浄水場（美和地区）　休止中

急速
ろ過機

緩速
ろ過池

東部第1
浄水池

長谷
配水池

東部水源
（長谷川表流水）

東部第２浄水場（美和地区）

急速
ろ過機

膜ろ過
東部第２
浄水池

佐坂
配水池

1,386m3/日

1,386m3/日

次亜塩素酸ソーダ

次亜塩素酸ソーダ

滑送水ポンプ

長谷送水ポンプ

佐坂送水ポンプ

次亜塩素酸ソーダ

配水

配水

配水

RC V=22m3

2.7m×6.4m×H1.3m×1池

SUS V=50m3

2.5m×4.0m×H3.0m×3槽
MF膜

RC

9.8m×6.4m

A=62.7m2×3池

P

P

P

RC 91.5m3×2池

HWL +197.5m

LWL +194.5m

RC V=80m3×1池

HWL +221.0m

LWL +218.2m

RC V=47.25m3×1池

HWL +193.0m

LWL +190.0m

PC V=650m3×1池

HWL +288.5m

LWL +284.2m

P

P

生見川水源
（生見川表流水）

急速ろ過
装　　置

浄水池
秋掛
配水池

54m
3
/日

54m3/日

次亜塩素酸ソーダ苛性ｿｰﾀﾞ

ＰＡＣ RC V=10.0m3

2.8m×3.0m×1.2m×1池

配水

RC V＝27m3×2池

HWL  +470.0m

LW L +468.5m

P

柳井広域水道事業浄水受水
（浄水）

由宇配水池

330m
3
/日

330m3/日

配水

PC V=435.3m3×1池

HWL+122.50m

LWL+117.00m

P

※平成 23年度岩国市水道事業変更認可申請書より 
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統合済(H26年 4月) 

【本郷浄水場系(本郷地区)】 

【波野原浄水場系(本郷地区)】 

【波野中浄水場系(本郷地区)】 

【図 1-11 取水・浄水・配水フロー図(その 4)】 

本郷第１水源
（深井戸）

45m3/日

45m3/日

本郷第１
配水池

本郷第２水源
（深井戸）

浄水池

98m3/日

98m3/日

本郷第２
配水池

本郷第３水源
（深井戸）

29m3/日

29m3/日

次亜塩素酸ソーダ

RC V=13.5m3

2.6m×2.6m×H2.0m×1池

配水

RC V=93.6m3×2池

HWL+301.50m

LWL+297.50m

ＳＵＳ V=48.0m3×1池

HWL+265.00m

LWL+262.000m

配水

P

波野原第１
配水池

小屋ｹ迫浴水源
（小杉川表流水）

急速ろ過機
（除鉄設備）

浄水池

102m3/日

50.49m3/日

（増設） 波野原第２
配水池

次亜塩素酸ソーダ

次亜塩素酸ソーダ
ＰＡＣ

配水

RC V=2.10m3

1.4m×1.25m×H1.2m×1池

（増設）

RC V=2.18m3

1.4m×1.3m×H1.2m×1池

RC V=31.05m3×2池

HWL+227.00m

LWL+224.00m

（増設）

ＳＵＳ V=72.0m3×1池

HWL+227.00m

LWL+224.00m

P

小杉川水源
（小杉川表流水）

81m3/日

81m3/日

急速ろ過機
(除ﾏﾝｶﾞﾝ設備)

浄水池
波野中
配水池

波野中第２水源
（小杉川表流水）

      16m3/日

16.52m3/日

RC　 V=31.75m
3
×2池

HWL+211.60m

LWL+208.60m

次亜塩素酸ソーダＰＡＣ

RC V=3.83m3

1.5m×1.5m×H1.7m×2池

配水
P

※平成 23年度岩国市水道事業変更認可申請書より 
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統合予定(H27年 4月) 

【河山浄水場(美川地区)】 

【南桑浄水場(美川地区)】 

統合予定(H28年 4月) 

【向峠浄水場(錦地区)】 

【宇佐郷浄水場(錦地区)】 

【広瀬浄水場(錦地区)】 

【図 1-12 取水・浄水・配水フロー図(その 5)】 

高ｹ原加圧ポンプ所

倉谷川水源
（倉谷川表流水）

急速
ろ過機

緩速
ろ過池

浄水池
河山第1
配水池

河山第2
配水池

高ｹ原
配水池

275m3/日

275m3/日

次亜塩素酸ソーダ

配
水

配水

RC

3.0m×6.4m

A=19.2m2×4池

RC V=63m3

3.5m×4.45m×H2.9m×1池

P

FRP V=18m3×1池

HWL +125.5m
LWL +123.8m

RC V=53m3×1池

HWL+112.4m
LWL+109.4m

RC V=60m3×1池

HWL+147.5m
LWL+144.6m

P

配
水

伊田川水源
（伊田川表流水）

急速
ろ過機

緩速
ろ過機

浄水池
南桑
配水池

200m3/日

200m3/日

次亜塩素酸ソーダ

配水

RC

2.8m×4.5m

A=12.6m2×4池

RC V=18.5m3

3.1ｍ×2.55m×H2.34m×1池

RC V＝69m3×1池

HW L+105.2m

LWL +102.2m

P

向峠深谷川水源
（深谷川表流水）

沈殿池
緩速
ろ過池

浄水池
向峠
配水池

99m3/日

99m3/日

次亜塩素酸ソーダ

RC
3.0m×6.7m×H2.35m

RC

4.0m×6.3m A=25.2m2

×2池（内1池予備）

RC V=7.04m3

2.0m×3.25m×H1.10m×1池

配水

RC V=48.15m3×2池

HW +442.00m

LWL +439.00m

P

宇佐郷深谷川水源
（深谷川表流水）

急速
ろ過機

緩速
ろ過池

浄水池
宇佐郷
配水池

80m3/日

80.7m3/日

次亜塩素酸ソーダＰＡＣ

RC

A=12.5ｍ2×2池

配水

RC V=3.4m3×1池 RC V=42.9m3×2池

HWL +290.50m

LWL +287.50m

P

広瀬第1
配水池

木谷川水源
（木谷川表流水）

沈砂池
急速
ろ過機

緩速
ろ過池

浄水池

1,018m
3
/日

1,018m3/日

広瀬第2
配水池

ＰＡＣ

次亜塩素酸ソーダ

P
配水

RC

7.9m×13.3m

A=105m2×3池

RC V=32m3

7.9m×3.7m×H1.1m×1池

次亜塩素酸ソーダ

RC V=250m3×2池

HW  +161.62m

LWL +157.70m

RC V=300m3×1池

HWL +161.62m

LWL +157.70m

※平成 23年度岩国市水道事業変更認可申請書より 
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（３）現在の管理体制と料金体制

【管理体制】 

現在、岩国市水道局が管轄している地区は、岩国地区(旧岩国市ほか)、由宇地区、玖

珂地区、周東地区、美和地区、本郷地区があり、管理体制は、岩国・由宇地区を浄水課、

玖珂・周東地区を玖西事業所、美和・本郷地区を玖北事業所が行っている。（いずれも

岩国市水道局所属） 

なお、美川地区、錦地区の維持管理は、岩国市環境部環境保全課が行っているが、簡

易水道事業統合計画に伴い、岩国市水道局(玖北事業所)に移管される予定である。 

【料金体制】 

水道料金は、市町村合併及び簡易水道事業統合計画に伴い統一化され、岩国地区(旧岩

国市ほか)、由宇地区、玖珂・周東地区、美和地区、本郷地区は、岩国市水道条例、未統

合地区である美川地区、錦地区(平成27(2015)年 3月現在)及び独自認可事業である島

嶼部については、簡易水道条例に基づき、料金制度を継続している状況である。 

しかし、今後は簡易水道事業統合計画に基づき島嶼部以外の簡易水道事業が「岩国市

水道事業会計」(公営企業会計)に統合され料金体制も平成28(2016)年度には統一され

る予定である。 

【表 1-6 各水道事業の管轄】

事 業 名 地域名 維持管理 

岩
いわ

国
くに

市
し

水道事業 旧岩国地区 

岩国市水道局 

浄水課 

(小
お

瀬
ぜ

簡易水道事業) 
岩国地区 

(阿
あ

品
じな

簡易水道事業) 

(由宇町
ゆうちょう

上水道事業) 
由宇地区 

(由
ゆ

西
せい

簡易水道事業) 

(玖珂町
くがちょう

上水道事業) 玖珂地区 岩国市水道局 

玖西事業所 (高
たか

森
もり

南
みなみ

簡易水道事業) 周東地区 

(美
み

和
わ

簡易水道事業) 
美和地区 

岩国市水道局 

玖北事業所 

(秋
あき

掛
がけ

簡易水道事業) 

(本
ほん

郷
ごう

簡易水道事業) 

本郷地区 (波
は

野
の

原
ばら

簡易水道事業) 

(波
は

野
の

中
なか

簡易水道事業) 

河
かわ

山
やま

簡易水道事業 
美川地区 

岩国市水道局玖北事業所

(H27年度以降) 南
な

桑
ぐわ

簡易水道事業 

向
むか

峠
たお

簡易水道事業 

錦地区 
岩国市水道局玖北事業所

(H28年度以降) 
宇
う

佐
さ

郷
ごう

簡易水道事業 

広
ひろ

瀬
せ

簡易水道事業 

柱
はしら

島
じま

簡易水道事業 

島嶼部 岩国市環境部環境保全課端
は

島
しま

簡易水道事業 

黒
くろ

島
しま

簡易水道事業 
※(   ) 内は、旧事業名         
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                           （１）人口減少 

                           （２）施設の効率性 

                           （３）水源の汚染 

                           （４）利水の安定性 

                           （１）耐震化と応急給水 

                           （２）施設の老朽化 

                           （３）資金の確保 

                           （４）職員の状況 

第２章 岩国市の水道の現状評価と課題

外部環境の変化第２節 

第３節 内部環境の変化

第１節 予想される将来の水道事業環境

第４節 まとめ（現状評価と課題）



第１節 予想される将来の水道事業環境

今後の岩国市水道局が取組むべき事項(施策等)は、将来の水道事業を取り巻く情勢が

どのように変化していくかを認識しておくことが重要である。 

現状評価と課題は、将来の岩国市水道事業に影響を及ぼすと考えられる外部環境の変

化と内部環境の変化に分け、「安全」「強靭」「持続」の視点から整理する。 

なお、現状評価については、業務指標PI※1を基に、過去３年間の推移と平成20(2008)

年12月に策定した岩国市水道ビジョンで設定した平成26(2014)年度の目標値達成状

況を踏まえ、客観的、定量的に分析する。 

※1 業務指標（PI）とは、公益社団法人日本水道協会発行の「水道事業ガイドライン（JWWA Q100）」において、

水道事業サービスの種々の側面を適正かつ公正に、水道事業全般において多面的に定量化するために定めら

れた指標。

予想される将来の水道事業環境第１節 
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■現状評価と課題の抽出方法 

【図 2-1 現状評価と課題の抽出方法】

※1 外部環境とは、人口減少や気候変動など日本の情勢に関すること。 

※2 内部環境とは、施設の老朽化や資金の確保など水道事業に関すること。 

現状評価と課題の抽出 
・水源水質の課題 ・事業経営の課題 

・水道施設の課題 ・給水サービスの課題 

・人口、給水量の見通しと課題 

分類 

分類 

予測される将来環境 

■外部環境の変化    ■内部環境の変化 

・人口の減少      ・施設の耐震性 

・施設の効率性     ・施設の老朽化 

・水源の汚染      ・資金の確保 

・利水の安定性     ・職員の状況 

■外部環境の変化に対する課題 

(外的要因) 
・人口の減少と有収水量の減少 

・水道施設（浄水障害・過大化） 

・給水サービス（渇水、給水事故等） 

■内部環境の変化に対する課題 

(内的要因) 
・水道施設の耐震性と災害対策 

・事業経営 

・給水サービス（料金体系など） 

・職員の業務体制 

水道ｻｰﾋﾞｽの持続性 
・人口の見通しと課題 

・給水量の見通しと課題 

・事業経営の課題  

・給水サービスの課題（料金体系）

安全な水の安定供給 
・水源水質の課題 

・水道施設の課題 

（施設の老朽化）（浄水障害） 

（保有施設の過大） 

危機管理の対応 
・災害対策 

・職員の体制の課題 

・給水サービスの課題 

（渇水、給水事故等） 

安全 持続 強靭 
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第２節 外部環境の変化

（１）人口の減少 ～減少する人口と有収水量～

我が国の総人口は、平成20(2008)年の1億2,808万人をピークに年々減少が進み、

平成 60(2048)年には 1億人を割って 9,913 万人になるものと推計されている。（国

立社会保障･人口問題研究所調べ） 

岩国市水道事業においても、将来の人口減少に伴い、事業運営に影響を及ぼすことが

予想されるため、その取組みが必要である。 

【現 状】 

岩国市の人口は、少子高齢化傾向に伴い減少の推移を辿り、平成52(2040)年には

平成 22(2010)年よりも 3 割程度減少すると推計されており、水需要動向も減少

傾向と見込まれている。(表 1-2参照) 

岩国市水道事業認可における人口推計 (給水人口※1)は、図 2-2 に示すとおり、簡

易水道事業の統合完了年度である平成28(2016)年度をピークに、有収水量も併せ

て減少傾向を示している。 

※H22年度 変更認可申請書より   

【図 2-2 有収水量と給水人口の推移】 

※1 給水区域内に居住し、水道により給水を受けている人口。 

外部環境の変化第２節 

簡易水道事業

統合期間 

実績値 推計値
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【表 2-1 岩国市の人口】 

※( )は、山口県を示す。 

※国立社会保障・人口問題研究所(H25 年 3月推計) より作成  

【図 2-3 岩国市の将来推計人口】

水道事業は固定費※1が大部分を占める装置産業※2のため、給水量の減少にかかわらず

事業費用は減少しないが、給水量(有収水量)の減少は、直接料金収入の減少につながる

特性を持つ。 

岩国市の人口は、年々減少しており、将来の水道事業においても、人口減少に伴う給

水量の減少から、修繕費や光熱費など維持費が賄う財源の確保が深刻な問題となり、安

定した経営ができない恐れがある。 

そのため、給水量が減少しても安定的な収益を確保する必要がある。 

【課 題】 

将来の給水人口及び有収水量の減少に伴う料金収入が減少しても、維持管理を賄う

安定的な収益を確保しなければならない。 

※1 修繕費や光熱費、薬品費、動力費などの維持費、維持管理費、改修費等 

※2 一定のサービスを提供するために、装置（システム）を要する産業。 

国勢調査人口 
H17年    149,702人 

H22年   143,857人 

人口増減率(H17年～H22年) △3.90％  (△2.76％) 

高齢化率(65歳以上・H22年) 29.20％  (28.00％) 
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（２）施設の効率性 ～給配水システム～

水道事業は、原則として水道料金で事業の運営経費を賄っているが、過疎化で点在し

た集落など、極端に事業効率の悪い地区に対しては、未普及地区の整備、漏水等による

出水不良の対応など、サービスの提供が困難な状況となることが予想される。 

【現 状】 

施設最大稼働率(PI 3020)は 58.4%であり、施設利用率(PI 3019)と共に平成

23(2011)年以降は横ばい傾向にある。(表 2-2 参照) 

水源利用率は、平成18(2006)年以降ゆるやかな変動はあるが、横ばい傾向にある。

(図 2-4 参照) 

施設の効率性に関する業務指標の項目は、概ね目標値を達成しており、現在は効率

的に稼働をしているものと考えられる。(表2-2 参照) 

配水するために必要なエネルギー(配水量1m3当り電力消費量)は、良質な水源水質

から浄水処理しているものの、平野部が少なく丘陵地が点在しているため、ポンプ

アップによるエネルギー消費が必要となり、全国の水道事業の平均値に対し同じ程

度である。(平成 21(2009)年水道統計 配水量 1m3 当り電力消費量(50%値)：

0.44) 

【表 2-2 施設の効率性に関する業務指標(PI)の達成度(その 1)】 

業務指標(PI) 
目標値※ 
(H26) 

H23 H24 H25 達成度 備 考 

1001 
水源利用率 

(％)
46.4 47.3 48.2 48.1 達成 

確保している水源水量に対

し一日平均配水量の割合 

1002 
水源余裕率 

(％)
40.2 80.6 78.5 77.6 達成 

一日最大配水量と確保して

いる水源水量の割合 

1003 
原水有効利用率 

(％)
90.9 90.9 89.5 90.4 未達 

年間取水量に対し年間有効

水量の割合 

1004 
自己保有水源率 

(％)

98.9 98.9 9.4 9.1  
全水源に対し自己保有して

いる水源水量の割合 

(河川水除く) 

3019 
施設利用率 

(％)
38.2 50.5 50.2 49.9 達成 

一日給水能力に対し一日平

均給水量の割合 

3020 
施設最大稼働率 

(％)
58.7 59.0 58.3 58.4 達成 

一日給水能力に対し一日最

大給水量の割合 

※H20年度 岩国市地域水道ビジョン設定値 ※1004 自己保有水源率は H24年度からの解釈違いにより評価なし。

【表 2-3 施設の効率性に関する業務指標(PI)の達成度(その 2)】 

業務指標(PI) 
目標値※
(H26) 

H23 H24  H25 達成度 備 考 

4001 
配水量1m3当り

電力消費量 

(kwh/m3) 

0.44 0.47 0.47 0.48 未達 
年間配水量に対し全施設の 

電力使用量の割合 

4002 
配水量1m3当り

消費エネルギー 

(MJ/m3) 

1.62 1.68 1.69 1.74 未達 
年間配水量に対し全施設で

の総エネルギー消費量の割

合 

※H20年度 岩国市地域水道ビジョン設定値 
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表 2-2 及び表 2-3 に示すとおり、現状は原水有効利用率以外全て達成しているが、

配水量1m3当りの電力消費量、消費エネルギーは未達である。 

また図2-4に示すとおり、平成23(2011)年～平成25(2013)年まで、施設利用率、

最大稼働率、配水量 1m3 当り電力消費量は、ほぼ同じであるが、今後の給水人口の減

少により稼働率が低下し、配水量 1m3 当り電力消費量の増加、未達項目の増加となる

恐れがある。 

そのため、将来的な人口減少に対する適正な施設規模の見直しと運転の効率性が求め

られる。 

【課 題】 

将来の人口減少に対する適正な施設規模の見直しと更なる運転の高効率化を図る

必要がある。 

【図 2-4 施設の効率状況】 
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（３）水源の汚染 ～クリプトスポリジウム等の対策～

従来から、水道原水中の未規制化学物質の存在や耐塩素性病原生物等による汚染が問

題視されている。近年他都市では、ホルムアルデヒト前駆物質や放射性物質など汚染物

質の流入が確認されるなど、様々なリスクを想定した対策が必要である。 

水源汚染に対しては、高度浄水施設やクリプトスポリジウム等対策指針に則った施設

等の導入が効果的である。 

【現 状】 

岩国市水道事業においては、これまで水質事故は無く、また水質基準を超える項目

は検出されていない。 

水道水の安全性やおいしさを示す指標である総トリハロメタン濃度(水質基準値

0.1mg/L＞0.035 mg/L)、有機物(TOC)濃度(水質基準値 3mg/L＞0.99mg/L)

は、目標値が未達であるが、両者共に水質基準を満たしている。 

年間全検査の結果により、耐塩素性生物であるクリプトスポリジウム、ジアルジア

(以下、クリプト等)の対策が必要な水源は、現在3水源存在する。(阿品地区：1水

源、由宇地区：2水源(第 1・第2水源)) 

対策が必要な水源については、供給元である浄水施設を他の浄水施設に切り替える

ことで、水道水の安全性を確保し供給する予定である。 

【表 2-4 水の安全性に関する業務指標(PI)】 

業務指標(PI) 
目標値※ 
(H26) 

H23 H24 H25 達成度 備 考 

1104 
水質基準不適合率 

(％)
0.0 0.0 0.0 0.0 達成 

年間全検査回数のうち1項目

でも基準値を満足しない回数

1107 
総トリハロメタン

濃度水質基準 (％)
30 28 35 56 未達 

水質基準値0.1mg/Lに 

対する最大値の割合 

1108 
有機物(TOC) 

濃度水質基準比(％)
12 33 33 48 未達 

水質基準値3.0mg/Lに 

対する最大値の割合 

2201 
水源の水質事故数 

(件)
0.0 0.0 0.0 0.0 達成 

※H20年度 岩国市地域水道ビジョン設定値 

表2-4に示すとおり、水質基準不適合率(PI 1104)は達成されているが、トリハロメ

タン(PI 1107)及び有機物(PI 1108)は未達成であるため、水源環境保全への取組みや

水質の監視、今後の水質基準強化等、安全な水への“より充実した”対応が求められる。 

【課 題】 

水源環境保全への取組みや水質の監視を拡充する必要がある。 

水質基準強化への対応等、安全な水への取組みをより充実しなければならない。 

※1107:総トリハロメタン濃度水質基準比は、水道水の安全性を示す指標のひとつである。総トリハロメタンは、

塩素消毒により生成される消毒副生成物 4種類の合計であり、0.1mg/L の水質基準が設定されている。 

※1108:有機物(TOC)濃度水質基準比は、水道水の安全性やおいしさを示す指標のひとつである。H21 年 4 月から水

質基準が 5mg/L から 3mg/L 以下へ強化された。有機物は水のおいしさと関係が深いことから、できるだけ少な

いことが望ましいと言われている。
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（４）利水の安定性

近年の日本の気候は、少雨化や短期強雨型など降雨形態が大きく変化しており、浄水

処理における気候変動リスクが高まってきている。 

このような気候変動によって、渇水、濁度上昇による断水や浄水処理への負荷等の影

響を受ける恐れがあることから、安定的な水源の確保への取組みが必要である。 

【現 状】 

表 2-5 に示すとおり、美和地区、本郷地区、美川地区※3では、利水の安定性に関係

する報告が挙げられている。 

岩国市の水道事業における水源は、次のとおりである。 

【表 2-5 各地区の水源】 

種別 地区名 旧事業名 水源名 留意事項 備考 

伏流水 由宇 由宇上水 由宇第1・第2水源  由宇川※1

表流水 

岩国 
岩国上水 錦見水源  錦川 

阿品簡水 弥山下川水源  弥山下川

美和 

秋掛簡水 生見川水源 雨天時の取水不良ほか 生見川 

美和簡水 
西部水源  生見川 

東部水源  長谷川 

本郷 

波野原簡水 小屋ｹ迫浴水源 渇水問題 小杉川 

波野中簡水 
小杉川水源  小杉川 

波野中第2水源  小杉川※2

美川※3
河山簡水 倉谷川水源 渇水問題 倉谷川

南桑簡水 伊田川水源  伊田川 

錦※4

向峠簡水 向峠深谷川水源  深谷川 

宇佐郷簡水 宇佐郷深谷川水源 深谷川

広瀬簡水 木谷川水源  木谷川 

地下水 

岩国 小瀬簡水 
小瀬1号井 

小瀬2号井 

由宇 由宇上水 
由宇第3水源※1

由宇第4水源※1

玖珂 玖珂上水 
瀬田水源 

野口水源 

周東 高森南簡水 
高森南1・2号井 

高森南3号井 

本郷 本郷簡水 

本郷第1水源 渇水問題

本郷第2水源 渇水問題

本郷第3水源 渇水問題

浄水受水 由宇 由西簡水 受水(柳井地域広域)

※1 H30 年度以降は予備水源となる予定。※2取水実績なし※3 H27 年度統合予定。 ※4 H28 年度統合予定。        
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近年の少雨化や短期強雨型による取水量の低下、水源悪化等、取水への多大な影響は

発生していないが、美和・秋掛地区(旧秋掛簡水)においては、雨天時に土砂流入による

取水口の閉塞、濁質の上昇の報告が挙げられている。 

また、本郷地区(旧本郷簡水、旧波野原簡水)、美川地区※1(河山簡水)では、長年、渇水

の恐れのあることが挙げられており、利水の安定性に懸念がある地区が存在する。 

【課 題】 

取水口の改良、監視、制御の強化、緊急連絡管等の整備を拡充しなければならない。 

特に以下に示す地区については、早期に着手する必要がある。 

美和秋掛地区(旧秋掛簡水) ：取水口の改良と雨天時による濁質上昇に対する 

 浄水処理または監視、制御の強化 

本郷地区(旧本郷簡水・旧波野原簡水)、美川地区※1(河山簡水) 

 ：緊急連絡管の整備、広域化や給水車等による渇水 

 対応 

※1 H27 年度統合予定。
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第３節 内部環境の変化

（１）耐震化と応急給水

水道施設の災害(震災)対策について、今般の東日本大震災や平成7(1995)年の阪神・

淡路大震災等、数々の地震災害の経験から、その重要性は十分に認識されている。 

「生命の水」を供給する義務がある水道事業者は、災害時にも供給を可能にするため

に、事前の準備と事後の対応への取組みが必要である。 

１）水道施設の耐震化 

岩国市水道局では、「災害に強い水道」を目指しており、「岩国市地域水道ビジョン平

成20(2008)年 12月」に基づき、水道施設の耐震化を着実かつ速やかに実現するため、

平成24(2012)年 2月に水道事業基本計画、同年4月に「水道施設耐震化10ヵ年計

画」を策定した。 

また、平成 25(2013)年 2 月には、統合簡易水道事業基本計画にて耐震化事業を具

現化し、平成26(2014)年 2月に「水道施設耐震化10ヵ年計画」を改定した。 

この計画に基づく、主な耐震化工事は、表2-6に示すとおりである。  

【現 状】 

耐震化工事は、老朽度、緊急度、また重要な施設(浄水場、配水池など)から優先順

位を付け着手している。 

地震などの被災時に、破損した配水管から流出を防ぐため、耐震性能を有する耐震

管への更新、布設替えを行っている。 

配水池は、災害時に貯留している水道水を非常用の飲料水として確保するため、緊

急遮断弁を設置している。 

表 2-7に示すとおり、耐震施設率及び耐震化率の目標値は達成している。 

【表 2-7 耐震性に関する業務指標(PI)】 

業務指標(PI) 
目標値※1 
(H26) 

H23 H24 H25※2 達成度 備 考 

2208 
ポンプ所耐震施設率

(％)
42.8 33.0 32.3 64.8 達成 

全ポンプ所能力のうち耐震

対策が施されている能力の

割合 

2209 
配水池耐震施設率 

(％)
5.1 7.9 7.7 10.5 達成 

全配水池容量と耐震化施設

容量の割合 

2210 
管路の耐震化率 

(％)
13.5 10.2 13.6 13.6 達成 耐震管路と総延長の割合 

※1 H20 年度 岩国市地域水道ビジョン設定値 ※2施設ランクの見直しを行っている。 

第３節 内部環境の変化

- 28 -



【表 2-6 主な耐震化工事】 

H 2 4 年 度 

・ 管路耐震化事業(工事延長≒17,000m) 

※藤河・御庄地区新規分15,800ｍを含む 

・ 平田配水池改修工事 

・ 瀬田配水池緊急遮断弁設置工事 

・ 野口配水池基礎耐震補強工事

H 2 5 年 度 

・ 管路耐震化事業(工事延長≒14,000m) 

※藤河・御庄地区新規分12,100ｍを含む 

・ 錦見薬品架台耐震改修工事 

・ 尾津一の谷団地導水管DIPφ75布設替工事 

・ 平田配水池緊急遮断弁設置工事 

・ 桜ヶ丘配水池緊急遮断弁設置他工事 

・ 小瀬浄水場ろ過設備耐震化工事 

・ 美和地区広域監視システム設置工事 

H 2 6 年 度 

・ 管路耐震化事業(工事延長≒2,000m) 

・ 梅ヶ丘団地配水池緊急遮断弁設置工事 

・ 本郷地区広域監視システム設置工事 

H 2 7 年 度 予 定 

・ 管路耐震化事業(工事延長≒2,000m) 

・ 錦見浄水場法面補強工事 

・ 由宇施設（統合）上北・拝岩配水池耐震化工事 

・ 阿品地区ポンプ所耐震化工事 

・ 美和地区秋掛浄水場耐震化工事 

・ 美和地区西部金山配水池耐震化工事 

・ 本郷地区本郷第１配水池耐震化工事 

・ 美川地区河山高ヶ原加圧ポンプ所耐震化工事 

・ 美川地区広域監視システム設置工事 

※岩国市水道局 HPより 

【写真 2-1 耐震管】 【写真 2-2 緊急遮断弁】
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２）応急給水 

被災時において、飲料水を確保することは極めて重要であるが、大規模災害が発生し

た場合は、給水施設設備、家庭・事務所等が被災することにより、給水機能が停止する

恐れがある。 

このため、岩国市水道局では次のような取組みを行っている。 

【現 状】 

被災時の飲料水の確保及び応急給水計画は「岩国市地域防災計画 平成26(2014)

年 7月」(表 2-9参照)で策定されている。 

防災関係物資等が備蓄(表 2-10 参照)されており、また、表 2-11 に示すとおり、

応急給水に関する協定、情報に関する協定、資機材に関する協定を各地域協会と締

結している。 

応急給水活動訓練は、日本水道協会中国四国地方支部合同防災訓練への参加や災害

を想定した独自の訓練を行っている。 

【表 2-8 応急給水に関する業務指標(PI)】 

業務指標(PI) 
目標値※ 
(H26) 

H23 H24 H25 達成度 備 考 

2004 
配水池貯留能力 

(日)
1.03 0.96 0.97 1.01 達成 

一日平均配水量に対し 

配水池に蓄えている量の 

日換算 

2205 
給水拠点密度 

(箇所/100km2) 
46.6 12.9 15.6 14.7 未達 

給水区域100km2当り 

応急給水ができる 

拠点施設の密度 

2213 
給水車保有度 

(台/千人)
0.009 0.009 0.018 0.017 達成 

給水人口1000人当りの 

給水車を保有する割合 

2214 
可搬ポリタンク・

ﾎﾟﾘﾊﾟｯｸ保有度 

(個/千人)

10.3 0.5 0.9 0.9 未達 
給水人口1000人当りの 

可搬ﾎﾟﾘﾀﾝｸ・ﾎﾟﾘﾊﾟｯｸを 

保有する割合 

2215 
車載用給水 

タンク保有度

(m3/千人) 

0.091 0.072 0.088 0.087 達成 
給水人口1000人当りの 

緊急時車載用給水タンク 

容量の割合 

※H20年度 岩国市地域水道ビジョン設定値 
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３）耐震化と応急給水における課題 

前述した1）水道施設の耐震化、2）応急給水の課題を整理する。 

水道施設において、災害対策はもっとも重要な要素であり、阪神淡路大震災や東日本

大震災を教訓として、災害時にも水の供給を可能にするために、耐震化事業と応急給水

への取組みが必要である。 

表 2-7 に示すとおり、耐震施設率及び耐震化率の目標値は達成しているが、統合後

による岩国市全体の施設数で考えると、耐震化率は低下する。 

そのため、被災時に市民への給水を確保することができない恐れがあり、また管路施

設の被災（破断、漏水）による道路陥没、災害復旧の遅れなど二次災害を引き起こし、

応急給水活動に重大な影響を及ぼす恐れがあることから、水道施設の耐震化を進めて行

かなければならない。 

【耐震化の課題】 

耐震施設率及び耐震化率の目標値は達成しているが、統合後による岩国市全体の施

設数で考えると、耐震化率は低下する。 

耐震化を行うべきポンプ所、配水池は早期着手しなければならない。 

緊急遮断弁は設置されているが、配水池本体の耐震化が必要である。 

耐震化の対象となる管路延長が長いため、整備が長期間となる。 

耐震化事業は、費用と期間が必要であるため、効率的な整備手法を確立する必要が

ある。 

被災時には、配水池の緊急遮断弁による非常用飲料水の確保に努めているが、表2-8

に示すとおり給水拠点密度(PI 2205)が未達成であり、管路施設の耐震化状況から被災

の規模によっては、応急給水の輸送手段が限られ、十分な給水活動が出来ない恐れがあ

る。 

【応急給水の課題】 

応急給水拠点場所の設定、重要給水拠点までの管路の耐震化などの応急給水体制の

整備が必要である。 

給水車や可搬ポリタンク等による応急給水用設備の拡充が必要である。 

拠点給水場所、拠点給水の耐震化状況、資機材の保有状況など住民や関連機関と水

道局の被災、応急体制等に関連する情報の共有化を図ることが必要である。 
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① 応急給水計画 

【表 2-9 応急給水計画】

計 画 項 目 と 体 制 等 計 画 概 要 

飲料水の供給 

拠点給水計画 
指定避難所、災害拠点病院等の場所で重点的に給水活動

を実施する。 

搬送給水計画 

被災地において飲料水が確保できない場合、被災地に近

い水道等から給水車または容器 

により運搬給水する。 

仮設共用栓 

による給水計画 

最寄りの水道施設からの応急配管により仮設共用栓を

設置して給水する。 

給水用資機材 

による給水計画 

岩国市水道局が保有する給水用資機材として、給水用ポ

リ袋等を配布して給水する。 

災害時における 

供給水量 

・救助法による飲料水の供給 

：１人１日当たり 13L 

・給水は困難であるが、搬送による給水ができる場合 

：１人１日当たり 14L

・給水できる状態であるが、現地で雑用水が確保できな

い状態  

：１人１日当たり 21L

・上記の場合で、比較的長期にわたるときは必要の都度 

：１人１日当たり 35L

給水体制 

給水体制の確立 

災害が発生した場合、給水状況や市民の避難状況など、

必要な情報を把握し、応急給水計画を具体的に定めて給

水体制を確立する。 

車両輸送 

車両輸送を必要とする給水拠点については、給水タン

ク、ポリ容器等の応急給水用資機材を活用し、水道局保

有車両及び借上げ車両などにより輸送する。 

給水の優先順位  
指定避難所、医療施設、病院、社会福祉施設など緊急度

の高い施設を優先する。 

※「岩国市地域防災計画」Ｈ26年 7月更新より参照、一部加筆  
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② 防災関係物資等の備蓄状況 

【表 2-10 防災関係物資等の備蓄状況】 

項  目 内   容 保 有 数 量 

車両 
給 水 車(2,000L) 2 台 

ト ラ ッ ク 5 台 

給水容器 

給水タンク(1,000L) 2 基 

給水タンク (300L) 4 基 

ポリ容器(18L) 109 個 

ポリ袋(6L) 887 個 

機材 

応急給水装置 1 基 

発  電  機 11 台 

投  光  機 10 個 

鉄管切断機 5 台 

電動ネジ切機 5 台 

水中ポンプ 14 台 

飲料水 ペットボトル(500ｍL) 3,600 本 
H26 年 4月現在 

【写真 2-3 給水車(2,000L)H19 年 2 月購入】【写真 2-4 給水車(2,000L) H24 年 9 月購入】 

③ 災害時応援協定 

【表 2-11 災害時応援協定】 

協 定 項 目 協 定 先 と 協 定 名 

応急給水 

に関する協定 

・日本水道協会 中国四国地方支部の相互応援に関する協定 

・日本水道協会 山口県支部の相互応援に関する協定 

・大竹市及び市町相互間の相互応援に関する協定 

・岩国市・大竹市連絡管設置に伴う協定 

・山口県及び市町相互間の災害時応援協定 

・鳥取市及び岩国市災害時相互応援協定 

・御殿場市及び岩国市災害時相互応援協定 

・災害救助に必要な飲料水の調達に関する協定(錦町農産加工㈱) 

情報 

に関する協定 

・災害情報の緊急文字放送に係る協定 

・岩国市メッセージボード及び非常用バッテリー搭載災害対応型自動販

売機の運用に関する協定 

資機材 

に関する協定 

・大規模災害時における応急対策業務に関する協定 

(山口県建設業協会岩国支部) 

・大規模災害時における応急対策業務に関する協定 

(岩国西地域防災事業者協議会) 

・災害時における防災協力に関する協定書 

(山口県電業協会岩国地区会) 
※「岩国市地域防災計画」H26年 7月更新より参照、一部加筆 
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④ 訓練 

【写真 2-5 応急給水活動体験の様子(岩国市)】 

【写真 2-6 応急給水合同訓練の様子(日本水道協会中国四国地方支部)】 
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（２）施設の老朽化

水道施設は、高度経済成長期に築造された施設が多く、膨大な施設の老朽化が全国的

に問題視されている。 

このなかでも管路の老朽化は、管路施設の破裂や漏水事故を招き、突発的な断水・減

水・濁水などを生じるだけでなく、道路交通や沿道家屋等への二次被害を引き起こすな

ど市民生活や都市活動に重大な影響を及ぼすことから、管路事故の予防と速やかな対応

が重要である。 

今後更に、水道施設の老朽度が高くなることから、速やかな対応と対策が求められる。 

１）管路施設 

【現 状】 

昭和 45(1970)年以前に敷設された管路施設は、経過年数が法定耐用年数である

40年を超過しており、その管路延長は、全体の約25％(PI 2103)である。(表2-12

参照) 

今後、全ての管路(809km)を更新(耐震化)するためには、250 年※1以上の期間が

必要である。 

経年化管路率(PI 2103)と管路更新率(PI 2104)の伸び率を比較すると、管路更新

より経年化管路が大きいことから、管路更新の整備が長期間となる。(表 2-12 参

照) 

有収率(PI 3018)※2は、料金徴収の対象となる水量の割合(漏水状況)を示し、現在

は92%(PI3018)で横ばいとなっている。(表 2-12参照) 

図 2-5 に示すとおり、管路への投資は、1970～1980 年代の第 3～4 次拡張が

大きく、その後、浄水施設整備事業に伴い、概ね2億円/年となっている。 

【表 2-12 老朽管路に関する業務指標(PI)】 

業務指標(PI) 
目標値※ 
(H26) 

H23 H24 H25 達成度 備 考 

2103 経年化管路率(％) 33.2 27.5 26.1 25.5 達成 
(法定耐用年数(40年)を 

超えた管路延長/ 

管路総延長)×100 

2104 
管路の年間 

更新率(％) 
0.60 0.31 0.30 0.43 未達 

(更新された管路延長/ 

管路総延長)×100 

3018 有収率 (％) 93.0 92.1 92.2 92.2 未達 
給水量に占める料金収入の 

対象にとなった水量の割合 

  ※H20 年度 岩国市地域水道ビジョン設定値 

※1法定耐用年数(40年)を超えた総管路延長 809km/(総管路延長 809×管路の更新率 0.4%;PI2104 より平成 25年値)=250 年 

※2有収率が高いほど漏水が少なくなっていることの目安を示す。 
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※H23 年度 基本計画より  

【図 2-5 管路の取得年度別帳簿原価（現在価値）】 

※H23 年度 基本計画より 

【図 2-6 資産の健全度（管路）】 

※健全度評価区分 

① 健全資産とは、法定耐用年数を超過していない資産で、継続使用が可能と考えられる資産を言う。 

② 経年化資産とは、健全資産と老朽化資産の中間段階で、法定耐用年数を超過し、更新時期に来ている資産を言う。

ただし、資産の劣化状況や重要度によっては、継続使用することもできる。 

③ 老朽化資産とは、法定耐用年数から一定の期間を経過し、事故・故障等を未然に防止するためには速やかに更新

すべき資産を言う。 

年間約 2億円の投資 第 3・第 4次拡張工事
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【表 2-13 配水量分類表】 

項 目 大 分 類 中 分 類 細  目 適  用 

総
配
水
量

有効水量 

有収水量 料金水量 水道料金 

無収水量 

メータ不感水量 メータ不感 

局事業用水量 

局事業分 

受水槽清掃等 

洗管用 

消防用水量 
水道局(罹災免除分) 

消防署(消火用) 

無効水量  

調定減額水量 
赤水や漏水などのため料金徴収を 

減額(非請求) 

漏水量 
配水管 

給水管 

その他不明水量  

※H25年度 岩国市資料より(H25年実績)      

【図 2-7 一日平均給水量（m3/日）】

【課 題】 

昭和 45(1970)年(第 3次拡張)以前に投資した管路については、今後老朽化に伴う機

能性の確保と事業費は、更新計画を立案するうえで重要事項となることが予想される。 

毎年の管路への投資額は、約2億円前後であり、これは帳簿原価(現在価値)総額であ

る約 132 億円の約 1.5％にあたる。一方、管路の法定耐用年数は 40 年であり、この

期間を更新サイクルとすると毎年帳簿原価(現在価値)総額の約 2.5％の投資が必要とな

るため、現在の岩国市水道事業の財政状況から現実的では無い。 

必ずしも償却期間である法定耐用年数で更新を行う必要はないが、3次拡張以前の管

路については、積極的に更新を行う必要がある。 
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２）構造物、設備 

【現 状】 

水道施設(構造物及び設備)は、1970 年～1980 年代の第 3～4 次拡張、平成

7(1995)年～平成17(2005)年の浄水設備等への投資が大きい。(図 2-8参照) 

耐用年数の長い土木構造物から年数の短い電気・機械設備に至るまで、施設全体の

帳簿原価(現在価値)総額は、約91億円にまで上る。(図 2-9参照) 

近年の施設整備投資額は、施設全体の帳簿原価(現在価値)総額の約 2.0％にあたる

約2億円/年となっている。(図 2-5参照) 

現在、建設から法定耐用年数を経過した浄水施設(PI 2101)は存在しないが、設備

(PI 2102)については36％存在する。(表 2-14参照) 

現在は、経年化浄水施設率(PI 2101)が 0%であり達成しているが、大量の施設は

近い将来同時期に耐用年数を迎え、目標達成度は未達となることが予想される。 

(表 2-14、図2-8参照) 

【表 2-14 老朽施設に関する業務指標(PI)】 

業務指標(PI) 
目標値※ 
(H26) 

H23 H24 H25 達成度 備 考 

2101 
経年化浄水施設率

(％) 
0.0 0.0 0.0 0.0 達成 

法定耐用年数を超えた浄水 

施設能力 

2102 
経年化設備率 

(％)
40.0 41.0 43.4 36.0 達成 

法定耐用年数を超えた電気 

・機械設備 

※H20年度 岩国市地域水道ビジョン設定値 
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※H23 年度 基本計画より 

【図 2-8 構造物・設備の取得年度別帳簿原価（現在価値）】 

※H23年度 基本計画より   

【図 2-9 資産の健全度（構造物・設備）】 

投資時期 投資時期 

約

億
円
の
設
備
投
資

91 
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[参考資料] 

【表 2-15 代表的な水道施設の法定耐用年数一覧】 

種類  構造又は用途 細目 耐用年数（年）

構築物 水道用又は工業用水道用のもの

取水設備 40 

導水設備 50 

浄水設備 60 

配水設備 60 

鉄筋コンクリート造

のもの 
60 

配水管 40 

配水管附属設備 30 

機械及び装置 水道用又は工業用水道用設備 

内燃力発電設備 15 

蓄電池電源設備 6 

その他(電気設備) 20 

ポンプ設備 15 

薬品注入設備 15 

滅菌設備 10 

通信設備 9 

計測設備 10 

出典：地方公営企業法施行規則より加筆     

【表 2-16 構築物又は機械及び装置を一体として償却する場合の区分と耐用年数】 
構築物又は機械及び装置 耐用年数（年）

水道用又は工業用水道用構築物のうち

取水設備、導水設備、浄水設備、配水設備及び橋りょう 
58 

水道用又は工業用水道用構築物のうち

配水管及び配水管附属設備 
38 

水道用又は工業用水道用機械及び装置のうち

電気設備、ポンプ設備、薬品注入設備及び滅菌設備 
16 

出典：地方公営企業法施行規則より
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【課 題】 

現在までの施設整備への投資状況(図 2-8参照)からみると、既に法定耐用年数を超過

している施設もあり、今後、施設に対する更新費用は、財政計画と施設整備事業計画を

立案するうえで重要事項となることが予想される。 

今後、更新需要としての資産額は平成 23(2011)年から 41 年間で 235 億円(表

2-17、図2-10参照)に上り、事業を実施するためには多額な費用と時間を要する。ま

た現状の投資額(約 2億円)を維持した場合、更新に要する期間が約50年(帳簿原価総額

/年間投資額)となるため、投資額と整備のバランスが崩れる可能性があり、資産の健全

性が保てない状況になることが予想される。 

そのため、必ずしも償却期間である法定耐用年数で更新を行う必要はないが、適切な

更新時期と投資額を考慮して、効率的な整備計画を立案し、実施する必要がある。 

【表 2-17 全体(施設＋管路)更新需要の概算】(現在の価値資産額ベース【百万円】) 

※基本計画(H23 年度)より加筆 

※基本計画(H23 年度)より加筆

【図 2-10 更新需要(総需要)】 

区分 H23年
H24～
H28年

H29～
H33年

H34～
H38年

H39～
H43年

H44～
H48年

H49～
H53年

H54～
H58年

H59～
H63年

計

土木 176 163 61 211 124 505 993 113 87 2,433

建築 90 196 88 20 12 77 23 172 201 879

機械 658 345 832 688 373 624 808 372 522 5,222

電気 409 717 428 482 1,018 147 790 351 963 5,305

管路 1,421 780 349 805 334 1,285 2,553 896 918 9,341

その他 84 48 8 20 68 17 19 43 36 343

不明 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 2,838 2,249 1,766 2,226 1,929 2,655 5,186 1,947 2,727 23,523
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３）施設の老朽化における課題 

前述した1）管路施設、2）構造物、設備の課題を整理する。 

水道施設は、高度経済成長期に築造された施設が多く、膨大な施設の老朽化が一度に

到来してくる。また今後更に、水道施設の老朽度が高くなることから、速やかな対応と

対策が求められる。 

老朽化の更新整備事業は、積極的な取組みが必要である一方、財政的な面から長期間

必要となる表裏一体の関係を持つ。 

そのため、必ずしも償却期間である法定耐用年数で更新を行う必要はないが、適切な

更新時期と投資額を考慮して、効率的な整備計画を立案し、実施する必要がある。 

【課 題】 

更新事業は、膨大な施設の老朽化が一度に増加するため、整備が長期間となる。 

機能性確保、更新時期、整備事業費および期間を踏まえた、効率的な整備手法を確

立する必要がある。 

計画的な施設の更新（事業の平準化）を行うことが必要である。 

更新整備に必要な投資額の確保が必要である。 

- 42 -



（３）資金の確保 ～設備投資の増加と水需要の減少による収入の悪化～

これからの水道事業は、今後、人口減少に伴う料金収入の減少が予測されるが、老朽

化対策や耐震化などの整備事業を行うための費用が増加し、財政的に厳しい状況となる

ため、より効率的な管理・経営が求められる。 

１）水需要 

今後も安定して水を供給するためには、将来の水需要を踏まえた適切な事業運営が求

められる。 

【現 状】 

認可計画によると水需要は簡易水道事業の統合により、平成22(2010)年に一時的

増加するが、統合完了となる平成28(2016)年以降は、緩やかなではあるが減少傾

向が続くと思われる。(図 2-11参照) 

※H22 年度 変更認可図書より作成 

【図 2-11 水需要の実績と予測】 

いずれも減少傾向

簡易水道事業

統合期間 

推計値（H22～）実測値（～H.21）
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２）水道料金 

水道施設の大半は昭和40～50年代(1970年前後)に築造され、現在では、施設の経

年化及び老朽化が進み更新の時期を迎えている。一方、近い将来に高い確率で発生する

恐れがある南海トラフ巨大地震(東海・東南海・南海連動型地震)のような大規模災害に

備えた水道施設の耐震化が急がれている。 

このため、岩国市水道局では地震等の災害に対し、より強い水道施設を構築するため

の費用を得ることを主な目的として、平成25(2013)年5月に料金値上げを実施した。 

【現 状】 

岩国市の水道料金は、口径別・逓増制を採用(基本水量制を廃止)した。 

今回の料金改定は28年ぶりに実施を行った。 

水道料金は、山口県内で2番目に安価であり、全国的にも安価である。 

(全国平均：20 m3；3,195円 図2-12注釈参照) 

【表 2-18 岩国市の水道料金体系】 

項  目 H24年度以前 H25年度以降 

料金体系 口径別 口径別 

料金種別 「基本料金」＋「超過料金」 「基本料金」＋「従量料金」 

基本料金 基本水量あり 基本水量なし 

従量料金 逓増型 逓増型 

【図 2-12 山口県内の水道料金（一般家庭用）】 

※従量料金制（消費者庁 HP 参考） 

① 単一型とは、使用水量に関らず料金が変わらない制度。 

② 逓増型とは、使用水量に応じて料金が段階的に高くなる制度。省資源、消費抑制型とも言われる。 

③ 逓減型とは、使用水量に応じて料金が安くなる制度。需要促進型とも言われる。
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３）経営 

岩国市水道事業は、公営企業会計として独立採算制で経営しており、各家庭・企業か

ら徴収した水道料金で管理・運営を行っている。 

公営企業は一般企業と異なり、資金調達は地方財政法(地方債)に基づき、利益を納税、

株式配当せず、借入金の返済や再投資に充てられる。また、次世代の水道利用者にも公

平に費用負担してもらうという観点から、長期の借入れを少しずつ返済するという側面

を持っている。 

【現 状】 

経常収支比率は、目標値を達成している。 

供給単価は、料金改定を行った平成25(2013)年以前はさほど差が無い推移である。 

平成 23(2011)年と平成 24(2012)年は給水原価が供給単価を若干上回ったが、

平成25(2013)は水道料金値上げにより、給水原価が供給単価を下回っている。 

【表 2-19 経営状況に関する業務指標(PI)】 

業務指標(PI) 
目標値※ 
(H26) 

H23 H24 H25 達成度 備 考 

3002 
経営収支比率 

(％)
103.0 109.3 109.4 115.1 達成 

経営収益の経常費用に 

対する割合。 

100％以上が望ましい。

3013 
料金回収率 

(％)
95.4 96.9 96.3 102.3 達成 

給水に掛かる費用のうち、

料金収入で賄える比率。 

3014 
供給単価 

(円/m3) 
118.0 108.9 110.6 125.4 達成 

有収水量1m3当り、 

収益が得られているか。 

3015 
給水原価 

(円/m3) 
123.8 116.9 114.8 122.5 達成 

有収水量1m3当り、どれだ

けの費用が必要であるか。

※H20年度 岩国市地域水道ビジョン設定値 

４）資金確保における課題 

前述した1）水需要、2）水道料金、3）経営の現状から、課題を整理する。 

今後、給水人口の減少に伴う給水収益の減収(供給単価と給水原価の差)、更新費用の

増大が予測されるなか、水道事業を健全に経営するためには、将来にわたり収入を確保

するための検討が必要となる。 

【課 題】 

水需要の減少に伴う給水収益を確保しなければならない。 

給水収益を確保するため料金体系を検討する必要がある。 

経営収支の安定化を図るため給水原価の低減と経費の削減を行う必要がある。 

設備投資と給水収益による経営バランスを図る必要がある。 

資産管理を導入した計画的な財政基盤を構築しなければならない。 
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※岩国市水道年報より 

【図 2-13 給水収益と経常損益】 

※岩国市水道局資料より 

【図 2-14 供給単価と給水原価の関係】 

料

金

改

定
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（４）職員の状況 ～維持管理体制と事業運営体制～

団塊世代職員の大量退職を受けて、組織内の技術をどのように継承し、維持するかは

日本社会全体の課題である。 

拡張の時代から維持管理の時代に入った水道事業体でも、経験豊富な熟練技術職員の

退職、さらに少子高齢化の進行に加え厳しい社会経済情勢の中で新規職員採用の抑制に

よる職員数の大幅な減少が見込まれ、人員不足に加え職員の技術力の低下による事業へ

の影響が懸念される。 

このことから、耐震化や老朽施設などの事業計画の策定や財政計画を一体化した長期

整備計画業務、区域の特性に応じた維持管理業務など、事業運営と維持管理のバランス

に配慮した業務体制の整備が求められている。 

１）維持管理体制 

施設の運転管理や日常点検、水質検査の採水と水質試験、工事監理などは、水道局職

員が行っている。 

【現 状】 

施設の管理状況 

水道維持管理指針(社.日本水道協会)に基づいて、職員が点検・整備を行っている。 

機器・設備類の管理状況 

計画的かつ実状に応じた管理を行っている。 

管路の管理状況 

漏水調査を継続的に行い、住民からの情報提供でも漏水箇所を特定している。 

管路・設備等の台帳管理状況 

水道施設の台帳は、随時、電子化(マッピングシステム)に移行し管理を行ってお

り、統合簡易水道地区についても、電子化の導入を検討している。 

【表 2-20 維持管理に関する業務指標(PI)】 

業務指標(PI) 
目標値※ 
(H26) 

H23 H24 H25 達成度 備 考 

5008 
検針委託率 

(％)
99.98 99.78 99.99 99.91 未達 

(委託した水道メータ数 / 

水道メータ数) × 100 

5110 
設備点検実施率

(％)

487 487 480 472 未達 

(電気・計装・機械設備等の

点検回数 / 電気・計装・ 

機械設備等の法定点検 

回数) × 100 

5111 
管路点検率 

(％)
31 33 33 50 達成 

(点検した管路延長 /  

管路総延長) × 100 

※H20年度 岩国市地域水道ビジョン設定値 
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２）各課の運営体制 

岩国市水道局は、図2-16に示すとおり、総勢85名(水道事業管理者を含む)で事業

運営を行っている。 

【現 状】 

勤続年数：20年以上の勤続年数が半数を占め、10年以上の勤続年数を含めると

約8割を占めている。 

年齢別職員構成：35歳以上の職員が全体の7割以上を占めているため年齢構成に

偏りがある。(その内35歳以上45歳未満が4割を占めている。)(図 2-17参照) 

統合簡易水道地区における施設の維持管理のため、玖西事業所及び玖北事業所を開

設している。 

業務システム室で料金お客さまセンターの指導・監督を行っている。 

浄水課水質係では、主に、水道法に義務付けられる「水質基準」項目と独自の検

査項目など水質に関することを行っている。

【表 2-21 各課の運営体制】 

担当課 事務分掌 人数 

総務課 
（玖西事業所）

（玖北事業所）

組織全体に関する事務を扱う業務。(経理・契約) 
20名 
（2名） 

（3名） 

給水課 
（業務ｼｽﾃﾑ室）

主に、給水工事に係る受付。 

送水管、配水管及び給水施設の修繕、設計及び監督に関すること。

料金お客さまセンターの指導及び監督に関すること。 

21名 
(3 名) 

配水課 主に、配水管施設の設計及び監督に関すること。 20名 

浄水課 
(水質係) 

主に、浄水施設、維持管理、水質検査、 

日常点検、修繕、設計及び監督に関すること。 
22名 
(6 名) 

※H26.4.1 現在 
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※水道事業管理者を除く ※岩国市水道年報より  

【図 2-15 職員数の推移】 

【表 2-22 職員一人当たりの稼働状況に関する業務指標(PI)】 

業務指標(PI) 
目標値※
(H26) 

H23 H24 H25 傾向 備 考 

3109 
職員一人当たり

配水量(m3/人) 208,267 211,000 208,000 211,000 上昇
年間配水量/ 

全職員数 

3110 
職員一人当たり

メータ数 

(個/人) 
694 719 727 742 上昇

水道メータ数/ 

全職員数 

3210 
職員一人当たり

受付件数 

(件/人) 
196 186 226 228 上昇

受付件数/ 

全職員数 

※H20 年度 岩国市地域水道ビジョン設定値 
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【図 2-16 職員構成】     ※管理職を含む H26.4.1 現在   

※水道事業管理者を除く (H26.4.1)    

【図 2-17 年齢別職員構成】 

業務ｼｽﾃﾑ室

（3名）

給水課

（21名）

水道事業管理者

（1名）

局次長

（1名）

玖北事業所

（3名）

玖西事業所

（2名）

総務課

（20名）
庶務係 （3名）

企画調整係（3名）

経理契約係（5名）

管理係（3名）

給水係（5名）

維持係（7名）

配水課

（20名）
管理係（4名）

配水係（5名）

建設係（4名）

管路耐震係（5名）

浄水課

（22名）
管理係（3名）

浄水係（5名）

施設係（6名）

水質係（6名）

課 長（１名）

課長補佐（１名）

事業所長（２名）

課 長（１名）

課長補佐（１名）

室 長（１名）

課 長（１名）

課長補佐（１名）

課 長（１名）

課長補佐（１名）
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３）外部委託 

水道事業の効率的な経営を目指し、専門性を要する技術者の確保やコスト削減を図る

ため、検針業務等を外部委託し、経営効率の向上に努めている。 

【現 状】 

水道料金等徴収業務 

検針や料金収納、料金精算、閉開栓など窓口に関する業務を外部委託している。  

(平成 25(2013)年 4月から料金お客さまセンター開設) 

機械・電気機器類 

設備の保守点検など専門性が高い業務を外部委託している。 

第三者委託※1については、外部委託する予定はない。 

【表 2-23 外部委託に関する業務指標(PI)】 

業務指標(PI) 
目標値※ 
(H26) 

H23 H24 H.25 達成度 備 考 

5009 
浄水場第三者 

委託率(％) 
0.0 0.0 0.0 0.0 達成 

(第三者委託した浄水場能力 

 / 全浄水場能力) × 100 

※H20年度 岩国市地域水道ビジョン設定値 

【表 2-24 外部委託の状況】 

料金に関する業務 

項  目 主 な 業 務 内 容 

水道料金等 

 徴収業務 

(料金お客さまセンター) 

※委託事業者：フジ地中情報株式会社 

委託業務 

料金窓口業務、水道メータ検針業務、料金収納業務、 

料金滞納整理業務、料金精算及び閉栓業務、開栓業務、 

その他関連する業務 

主な業務内容 

・水道料金の窓口収納  

・使用者名義の変更や請求先の変更の受付  

・転居等に伴う料金精算及び閉栓作業  

・使用開始に伴う開栓作業  

・メータ検針及び使用水量に関すること  

・水道料金の未納に関すること 

保守に関する業務 

項  目 主 な 業 務 内 容 

設備保守点検 各メーカー 

主な業務内容 
・定期点検や精密点検 

・受配電設備保安管理など 

※1 浄水場の運転管理業務など、水道の管理に関する技術上の業務について、技術的に信頼できる他の水道事業 

者等や民間事業者といった第三者に水道法上の責任を含め委託するもの。     
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４）施設の危機管理(防犯等)の対策 

危機管理には、自然災害、テロ、水質事故、渇水など、多岐にわたる事象に迅速に対

応するため、あらかじめその体制を整備することが必要である。 

【現 状】 

岩国地区については、浄水場、ポンプ所、配水池などフェンスや警報装置、監視カ

メラを設置し、施設の侵入防止対策を施している。 

岩国地区以外の主要な施設については、警備会社に通報する体制としている。 

施設の巡回点検を行い、異常があれば迅速に対処できるように体制が整っている。 

浄水処理に必要な薬品は、各浄水場で施錠した部屋に、厳重に保管、管理している。 

災害、事件、事故等の発生に迅速かつ適切に対応できる体制を整備している。 

【表 2-25 防犯に関する業務指標(PI)】 

業務指標(PI) 
目標値※ 

(H26) 
H23 H24 H25 達成度 備 考 

2217 
警報付施設率 

(％)
75.0 76.7 78.1 80.7 達成 

(警報付施設数/全施設数) 

×100 

※H20年度 岩国市地域水道ビジョン設定値 

【表 2-26 危機管理マニュアル】(作成中を含む) 

分  類 項   目 

マニュアル 

・地震対策マニュアル 

・風水害対策マニュアル 

・インフルエンザＢＣＰ 

・テロ対策マニュアル 

体  制 

・災害対策人員配置 

・緊急対策連絡体制 

・異常寒波対策人員配置 

・管理職緊急連絡体制 

５）維持管理体制と事業運営体制の課題 

維持管理体制と事業運営体制での課題は、若手職員の不足、年齢構成の偏りなどから、

技術継承の途絶や水道サービスの低下が懸念されるため、維持管理マニュアルの作成や

管路および施設台帳等の電子化、共通閲覧を可能とした整備が必要である。 

また、事業運営と維持管理の一体的なバランスを考慮した業務体制が必要である。 

【課 題】 

今後の施設の更新・耐震化事業を円滑に進めていくため技術職員の確保、技術力の

確保が必要である。 

技術継承に必要な維持管理マニュアル、応急給水マニュアル(計画・体制・拠点確保)

等の策定、管路、設備台帳の拡充を図る必要がある。 

事業運営と維持管理の一体的な業務体制を整える必要がある。 

水道サービスを維持しなければならない。 
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第４節 まとめ（現状評価と課題）

予測される将来の水道事業環境から「現状評価と課題」をまとめると以下のようになる。 

【表 2-27 現状評価と課題のまとめ】 

外部環境の変化 

(現状) (課題) 

(１)人口減少 

・給水人口、有収水量は、簡易水道の統合完了 

年度をピークに減少傾向を示している。 

(２)施設の効率性 

・近年の施設の利用状況は、効率的に稼働して

いる。 

(３)水源の汚染 

・水質事故は無く、また水質基準を超える数値

は検出されていない。 

・耐塩素性生物であるクリプト等に対して、 

対策を必要とする水源が存在する。 

・対策が必要な水源は、浄水施設を切替えるこ

とで安全性を確保し、供給している。 

(４)利水の安定性 

・取水口の閉塞、濁質の上昇、渇水等、利水の

安定性に懸念がある地区が存在する。 

(１)人口減少

・将来の給水人口、有収水量の減少に伴う 

料金収入が減少しても安定的な収益の確保 

(２)施設の効率性

・将来の人口減少に対する適正な施設規模の 

見直しと更なる運転の高効率化 

(３)水源の汚染

・水源環境保全への取組みや水質監視の拡充 

・水質基準強化への対応等、安全な水への取組み

の充実 

(４)利水の安定性

・取水口の改良、監視、制御の強化、緊急連絡管

等の整備 

内部環境の変化 

 (現状)  (課題) 

(１)耐震化と応急給水 

・耐震化工事は、老朽度、緊急度、重要な施設

から優先順位を付け着手している。 

・耐震施設率、耐震化率の目標は達成している。

・応急給水拠点密度は未達成である。 

・応急給水等に関する協定を締結している。 

(２)施設の老朽化 

・1970年～1980年代の第3～第4次拡張時

に整備した施設（投資）が多い。 

・耐用年数を超過した管路延長は、全体の25％

であり、管路更新の整備が長期間となる。 

・大量の施設は、近い将来同時期に耐用年数を

迎える。 

(３)資金の確保 

・水需要は減少傾向が続くと思われる。 

・水道料金は改定後も全国的に安価である。 

・経常収支率は達成している。 

・給水原価が供給単価を下回っている。 

(４) 職員の状況 

・職員の年齢構成に偏りがある。 

・第三者委託の依存率は0％である。 

・職員数はほぼ横ばい。 

(１) 耐震化と応急給水 

・耐震化を行うべき施設は、早期の着手 

・効率的な整備手法の確立 

・応急給水体制の整備と設備の拡充 

・応急体制に関連する情報の共有化 

(２)施設の老朽化

・計画的な施設の更新（事業の平準化） 

・効率的な整備手法の確立 

適切な時期の更新と投資額の確保 

(３)資金の確保

・給水人口の減少に伴う給水収益の確保 

・料金体系の検討 

・設備投資と給水収益による経営バランスの確保

・資産管理を導入した計画的な財政基盤の構築 

(４) 職員の状況

・技術継承に必要なマニュアル、台帳等の拡充 

・事業運営と維持管理の一体的な業務体制 

・水道サービスの維持 

第４節 まとめ（現状評価と課題）
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                   （１）水道水の安全の確保（安全） 

                   （２）確実な給水の確保（強靭） 

                   （３）供給体制の確保（持続） 

                   （４）水道の社会的責務（環境・国際） 

                   （５）広域連携（強靭・持続） 

第３章 取組みの方向性と目標設定

目指すべき方向性第２節 

第３節 具体的な施策

第１節 岩国市水道事業の将来像



第１節 岩国市水道事業の将来像

岩国市の将来像である「豊かな自然と歴史に包まれ、笑顔と活力あふれる交流のまち

岩国～人・まちをつなぐ明日への架け橋～」の実現には、誰もが安心して快適に生活で

きる基盤づくりが必要である。 

そのため岩国市水道局では、日本の水道の将来像(厚生労働省新水道ビジョンより)を基

に、岩国市民の基盤となる今後の水道事業の基本理念を位置付けた。 

【岩国市が目標とする将来像】 

出展：第２次岩国市総合計画 平成 26（2014）年 12月 基本構想より

第１節 岩国市水道事業の将来像
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生活基盤の中心となる水道事業は、「時代や環境の変化に的確に対応しつつ、水質基準

に適合した水が必要な量、いつでも、どこでも、だれでも、合理的な対価をもって、持

続的に受け取ることが可能な水道」(厚生労働省新水道ビジョンより)を念頭に置き、安全

で良質な水道水を低廉な料金で安定的に供給することを最大の使命と位置づけ、これか

ら将来にわたって安心・安全・安定した水道事業を目指すうえで、将来像を掲げる。 

岩国市水道事業 

基本理念 

『安心をそえて届ける水道水』 

水
道
水
の
安
全
の
確
保
（
安
全
）

供
給
体
制
の
確
保

（
持
続
）

確
実
な
給
水
の
確
保

（
強
靭
）

日本の水道の将来像 

『地域とともに、信頼を未来につなぐ日本の水道』

(厚生労働省) 

第 1の柱 

安心して飲める

信頼される水道

第2の柱 

災害に強い 

たくましい水道

第3の柱 

近くに 

ありつづける水道
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第２節 目指すべき方向性

 岩国市が抱えている現状と課題から厚生労働省の方針(新水道ビジョン)となる、安全、

強靭、持続の実現を目指し、当面の目標と具体的な施策を位置付ける。

外

部

環

境

の

変

化

現 状 課 題 

（１）人口減少 

・給水人口、有収水量は、簡易水道の統合

完了年度をピークに減少傾向を示してい

る。 

（２）施設の効率性 

・近年の施設の利用状況は、効率的に稼働

している。 

（３）水源の汚染 

・水質事故は無く、また水質基準を超える

数値は検出されていない。 

・耐塩素性生物であるクリプト等に対して、

対策を必要とする水源が存在する。 

・対策が必要な水源は、浄水施設を切替え

ることで安全性を確保し、供給している。

（４）利水の安定性 

・取水口の閉塞、濁質の上昇、渇水等、利

水の安定性に懸念がある地区が存在す

る。

（１）人口減少

・将来の給水人口、有収水量の減少に伴う

料金収入が減少しても安定的な収益の確

保 

（２）施設の効率性

・将来の人口減少に対する適正な施設規模

の見直しと更なる運転の高効率化 

（３）水源の汚染

・水源環境保全への取組みや水質監視の拡

充 

・水質基準強化への対応等、安全な水への

取組みの充実 

（４）利水の安定性

・取水口の改良、監視、制御の強化、緊急

連絡管等の整備 

内

部

環

境

の

変

化

（１）施設の耐震化 

・耐震化工事は、老朽度、緊急度、重要な

施設から優先順位を付け着手している。 

・耐震施設率、耐震化率の目標は達成して

いる。 

・応急給水拠点密度は未達成である。 

・応急給水等に関する協定を締結している。

（２）施設の老朽化 

・1970年～1980年代の第3～第4次拡

張時に整備した施設（投資）が多い。 

・耐用年数を超過した管路延長は、全体の

25％であり、管路更新の整備が長期間と

なる。 

・大量の施設は、近い将来同時期に耐用年

数を迎える。 

（３）資金の確保 

・水需要は減少傾向が続くと思われる。 

・水道料金は改定後も全国的に安価である。

・経常収支率は達成している。 

・給水原価が供給単価を下回っている。 

（４）職員の状況 

・職員の年齢構成に偏りがある。 

・第三者委託の依存率は0％である。 

・職員数はほぼ横ばい。 

（１）施設の耐震化 

・耐震化を行うべき施設は、早期の着手 

・効率的な整備手法の確立 

・応急給水体制の整備と設備の拡充 

・応急体制に関連する情報の共有化 

（２）施設の老朽化

・計画的な施設の更新（事業の平準化） 

・効率的な整備手法の確立 

適切な時期の更新と投資額の確保 

（３）資金の確保

・給水人口の減少に伴う給水収益の確保 

・料金体系の検討 

・設備投資と給水収益による経営バランス

の確保 

・資産管理を導入した計画的な財政基盤の

構築 

（４）職員の状況

・技術継承に必要なマニュアル、台帳等の

拡充 

・事業運営と維持管理の一体的な業務体制

・水道サービスの維持 

目指すべき方向性第２節 
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国
の
方
針
（
新
水
道
ビ
ジ
ョ
ン
）

当面の目標として掲げる業務指標PI は、直近の業務指標と全国類似事業体（岩国市水

道事業と経営規模の似ている給水人口10万から50万人の都市）の中間値※1を踏まえ、

前項で述べた現状評価と課題、これからの岩国市水道事業を取り巻く情勢など勘案し設

定する。 

※1公益社団法人 水道技術研究センター「水道事業ガイドライン業務指標(PI)算定結果(平成 23年度)について」より 

当面の目標 

（平成３５年まで） 
具体的な施策 

安
全

持
続

１．水道水の安全の確保 

（１）水道水の安全管理 

（２）適切な処理 

（３）情報提供

３．供給体制の確保 

（１）老朽管路の更新 

（２）施設の維持管理と更新 

（３）計画的な財政基盤の構築

（４）経営収支の安定化 

（５）技術力の向上 

４．水道の社会的責務 

（１）環境保全 

（２）住民との連携 

（３）国際協力 

５．広域連携 

（１）発展的な広域化 

その１ 水安全計画の策定 

その２ 水源水質に対応した処理 

その３ 専用水道、貯水槽の衛生指導 

その４ 情報提供 

その１ 老朽管路の更新 

その２ 適切な維持管理 

その３ 資産管理を導入した財政計画 

その４ 適正な料金検討 

その５ 組織力の強化 

その６ 内部・外部研修の実施 

その７ 外部委託の活用 

その１ 環境保全への取組み 

その２ 地域住民とのコミュニケーション 

その３ 国際貢献 

その１ 発展的な広域化 

その２ 近隣水道事業者との連携 

強
靭

２．確実な給水の確保 

（１）施設と管路の耐震化 

（２）応急給水体制の充実 

その１ 基幹施設再整備・耐震化計画の実行

その２ 応急給水計画の策定と訓練の実行 

その３ 緊急用資機材の確保 

その４ 防災部局との連携 

その５ 広報、情報提供の充実 

強靭

持続

安全
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第３節 具体的な施策

（１）水道水の安全の確保（安全）

岩国市水道局では、より良い安全な水を各家庭に提供するため、理化学試験、分析を

独自で行い、取水から給水までの水質の安全性を保っている。 

以下に、更なる安全な水を給水するために、「水道水の安全の確保」の具体的な施策を

示す。 

水源から給水栓までに至る総合的な管理を継続的に行い、日々供給している信頼性（安

全性）の高い水道水を供給し続けるため、安全性の向上、維持管理の向上・効率化など、

安全な水の供給を確実にするシステムづくりを目的とした「水安全計画」の策定を行う。 

■ 水安全計画の策定 

水道システムに存在するリスクの把握と対応方法の策定。 

水源から給水栓に至る総合的な管理方法や優先順位を明らかにし、水道シ

ステム全体の維持管理水準の向上や効率化を図る。 

水道水源の水質改善や水質監視・水質異常時に対応するため、流域関係者

等と連携した取組みの推進。 

■ 水安全計画に基づいた水質管理体制の確立 

■ 貯水槽水道を含めた給水過程での水質管理の向上 

 【写真 3-1 水質計器室】 【写真 3-2水質試験室】

その１ 水安全計画の策定 

水安全計画とは 

我が国における水道水は、水質基準を満足するよう、原水の水質に応じた水道システムを整

備・管理することにより安全牲が確保されている。 

しかしながら、今なお、水道水へのさまざまなリスクが存在し、水質汚染事故や異臭味被害

の発生も見られている。 

水道をとりまくこのような状況の中で、水道水の安全性を一層高め、今後とも安心しておい

しく飲める水道水を安定的に供給していくためには、水源から給水栓に至る統合的な水質管理

を実現することが重要であり、水道水質管理水準の向上を図る必要がある。 

このようなことから、水道システムに関する危害評価を行った上で、自らの水安全計画の策

定又はこれに準じた危害管理の徹底により、これまで以上に良質で安全な水道水の供給確保に

努めるため、水安全計画を立案するものである。 
厚生労働省 HPより一部引用

第３節 具体的な施策

- 58 -



水源水質の悪化や水質基準の強化などに対し“より高度な”処理や対応を行う。 

特に、対策が必要な耐塩素性生物(クリプトスポリジウム等)が検出された水源について

は、適切な処理方法により安全な水の供給を目指す。 

現在、クリプト等に対策が必要な施設について検討した結果、錦見浄水場から配水を

行うこととしており、平成30(2018)年度末には整備完了予定である。 

■ 適切な処理 

耐塩素性生物(クリプトスポリジウム等)の対応を行う。 

適切な浄水処理を行い安全な水の供給を目指す。 

【表 3-1 クリプト等に対策が必要な施設数（PIなし 単位 [－]）】 

項目名称 
H35 

目標値 

現 状 

(H26年度) 
備 考 

ｸﾘﾌﾟﾄ等に対策

が必要な水源数
0 3 

阿品地区：1水源 

由宇地区：2水源（第1・第2水源） 

専用水道並びに貯水槽は、岩国市の衛生部局と連携し、水道事業者として安全管理の

指導を行っている。 

また、小規模貯水槽及び自家用井戸については、水道法の規定外ではあるが、管理者

への衛生指導を行っている。 

■ 小規模貯水槽への衛生指導 

タンク清掃の実施 

指導の徹底(2年に1回、ハガキによる指導) 

直結給水への切替えを推奨 

その３ 専用水道、貯水槽の衛生指導 

その２ 水源水質に対応した処理 
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分かり易い情報提供を目指し、Webサイトの充実、機関誌やリーフレットを作成・ 

発行するなど水道事業の取組みを積極的に広報している。 

耐震化工事を進めるなか、水道利用者が安心して利用できる水道を目指し、工事予定

区域及び完了区域、工事の進捗状況などの情報を今後も継続して発信する。 

■ 情報提供 

水質情報を適切に広報する。 

【図 3-1 岩国市水道局のホームページ】

その４ 情報提供 
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（２）確実な給水の確保（強靭）

平成26(2014)年 8月に発生した広島市での土砂災害や今後予測される「東南海・南

海地震」など大規模災害に備え、水道施設(浄水場、ポンプ所、配水池、管路など)の耐震

化や応急給水体制などを充実させる必要がある。 

災害に備えるべき対応として、災害時に給水すべき給水拠点・応急給水設備などを計

画的に整備し、岩国市民への情報発信を併せて検討する。 

次項に、確実な給水の確保の具体的施策を示す。 
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水道施設及び管路の更新と耐震化を進めるにあたり、基幹施設を中心に更新計画及び

耐震化計画を踏まえ、計画的に耐震化を進める。 

岩国市内全ての管路(約 800km)を今後10年間で耐震化を図ることは、期間と費用の

面から現実的では無いため、優先順位を決定し事業(工事)に着手する。 

施設の更新時には、今後減少する水需要に対応した規模に合わせること(ダウンサイジ

ング)が重要であり、施設を効率的に使えるように再構築し、耐震化や配水系統のバック

アップ等を考慮した、強靭な施設の構築を目指す。 

管路の耐震化は、導水管、配水池と各ポンプ所を結ぶ送水管、災害時指定医療機関、

重要避難施設などへ給水する管路を最優先管路として定め、財政バランスを考慮して整

備を実行する。  

■ 施設の耐震化 

被災時の被害を最小限に留め、確実な給水を行うために、「水道施設耐震化

10ヵ年計画」に基づき、耐震化を進める。 

重要給水拠点(病院、避難施設、応急給水施設など)と基幹施設を繋ぐ管路を

優先的に耐震化し、それ以外の管路については、順次耐震化を行う。 

飲料水確保対策として、地震等により水道施設が甚大な被害を受けた場合に

備えて、基幹的配水池に緊急遮断弁を設置する。 

岩国市の防災担当部署との連携を図り、主要な給水拠点への緊急貯水槽設置

に努める。

【図 3-2 緊急遮断弁のイメージ】 

その１ 基幹施設再整備・耐震化計画の実行 
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全ての施設の耐震化は、長い年月と多額の費用が必要であることから、合理

的な事業運営を行うために耐震化計画を策定する。 

耐震化計画には、アセットマネジメント手法を取り入れ老朽化対策を含めて

策定する。 

全ての簡易水道事業の統合が完了した後、事業継続計画(BCP)及び、「新岩国

市水道事業財政計画」を踏まえて策定・実行する。 

【表 3-2 施策の目標値：耐震性に関する業務指標(PI)】

業務指標（PI） 
目標値

(H35) 
H25 

全国平均値

（H23）※1
備 考 

2208 
ポンプ所耐震施設率

（％）
60.0 58.0 2.5 

全ポンプ所能力のうち耐震対策が

施されている能力の割合 

2209 
配水池耐震施設率 

（％）
62.0 10.5 29.1 

全配水池容量と耐震化施設容量の

割合 

2210 
管路の耐震化率 

（％）
22.0 13.6 14.0 耐震管路と総延長の割合 

応急給水計画を策定し、実際の災害を想定した訓練を行う。 

訓練には、水道局だけでなく、関係機関をはじめ近隣市町村、民間事業者、地域住民

を交え、周知と問題点を抽出することを目的として、定期的に継続して実施する。 

■ 応急給水計画の策定 

被害想定、需要者被害の予測、課題の抽出。 

避難所、仮設給水栓設置場所の把握と関係機関、住民への周知。 

適正な緊急用資機材の確保。(応急給水槽、応急給水車、配置計画など) 

給水方法、復旧方法など、動員計画と体制。 

■ 定期訓練 

市の防災部局、災害時応援協定を締結している機関、指定工事事業者などと連

携し、応急給水設備や体制など実際の災害を想定した訓練を行う。 

地域の自主防災組織と連携し、住民参加型の訓練を行う。 

※1 全国平均値とは、中間値を示す 

(中間値とは、｢水道事業ガイドライン業務指標(PI)算定結果(平成 23年度)｣) 

その２ 応急給水計画の策定と訓練の実行 

その１ 基幹施設再整備・耐震化計画の実行 (つづき) 
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災害時の応急給水に必要なポリタンク、ポリパックを地区毎に配備する。 

   また非常用飲料水として、岩国市水道局のペットボトル水『大吟浄の水』の備蓄を行

う。 

■ 資機材の充実 

応急給水設備や緊急用資機材など災害時に必要と思われる資機材を充実させ、

また広域的な連携から早期復旧を目指す。 

【表 3-3 施策の目標値：応急給水に関する業務指標(PI)】 

業務指標（PI） 
目標値

(H35) 
H25 

全国平均値

（H23） 
備 考 

2205 
給水拠点密度 

(箇所/100km2) 
20.0 14.7 27.5 

給水区域 100km2 当り応急給水

ができる拠点施設の密度 

2214 
可搬ﾎﾟﾘﾀﾝｸ・ﾎﾟﾘﾊﾟｯｸ

保有度   (個/千人)
10.0 0.9  

給水人口1000人当りの可搬ﾎﾟﾘﾀ

ﾝｸ・ﾎﾟﾘﾊﾟｯｸを保有する割合 

2215 
車載用給水タンク 

保有度   (m3/千人)
0.12 0.087 0.06 

給水人口1000人当りの給水車及

び緊急時車載用給水タンク容量の

割合 

※2215：給水車含む 

岩国市地域防災計画を基に、防災部局、関係機関等と連携し、災害時の復旧・給水活

動体制を強化する。 

災害時の初動体制を速やかに整えられるように、応急給水量と消火用水を確保し、ま

た消防活動に影響を与えないために情報交換に努める。 

上水道の復旧に伴って、下水量が増加し下水道復旧作業へ影響を及ぼすことが考えら

れるため、上水道部署と下水道部署が連携してライフラインの復旧に取組む。 

震災直後 7 日までを対象として、岩国市の地域防災計画では下記のように定められて

いる。 

■ 連携の充実 

被災直後の応急給水活動と迅速な復旧活動を行うため、関係機関との連絡体

制の強化や共同訓練などの連携体制の充実を図る。 

【表 3-4 応急給水の基準】 

給水条件 給水基準量 備  考 

救助法による飲料水の供給 
1人1日当り

3L 
飲料水のみ 

給水は困難であるが、搬送による給水ができる場合 
1人1日当り

14L 

飲料水、雑用水 

（洗面、食器洗い）

給水できる状態であるが、現地で雑用水が確保できない場合 
1人1日当り

21L 
上記用途＋洗濯用水

上記の場合で比較的長期にわたるときは必要の都度 1人1日当り

35L 
上記用途＋入浴用 

その３ 緊急用資機材の確保 

その４ 防災部局との連携 

※岩国市地域防災計画 災害応急対策計画より引用 
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山口県では「山口県土木防災情報システム」により、雨量情報、洪水予報、土砂災害

などの防災情報を発信しており、観測データの基準値超過や注意報・警報の発令情報、

防災関連イベント等をメール送信するシステムを導入している。 

岩国市では、災害時における被災者の不安感の軽減、生活の安定を考慮して、応急給

水場所、給水情報、災害情報、防災情報などを利用者に分かり易く情報を発信している。 

※上段左：岩国市水道局のＨＰ 中段：山口県土木防災情報システム 

上段右：雨量情報 下段左：洪水予報 下段右：土砂災害ポータル 

その５ 広報、情報提供の充実 

【図 3-3 山口県土木防災情報システム】
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（３）供給体制の確保（持続）

水道事業を長期にわたり安定的に経営するために、アセットマネジメント手法を活用

した更新計画を実行し、将来必要な更新事業を効率的に進める。 

今後、人口の減少が想定されることに伴い給水収益が減少する一方、耐震化や老朽化

に伴う更新、整備の費用が必要となることから、適正な水道料金を検討する。 

現在の老朽管路状況は、管路総延長が約 800km に対し、法定耐用年数以上を経過し

た管路延長は約 200km であり、全体の約 25%を占めている。しかし、そのうち 4 分

の3である約150kmはまだ更新されていない。 

また、統合完了迄は管路総延長が増加することが予想される。 

老朽管の更新は、法定耐用年数(表2-15参照)を超過した管路延長を対象に、長寿命化

計画に含まれる重要度、緊急度を考慮した更新計画を策定し、防災に効果的な更新を行

う。 

■ 老朽管の更新 

管路の健全度を低下させないため、適切に更新を行う。 

目標耐用年数を見直しすることで長寿命化の検討を行い、合理的な更新計画

を策定する。 

【表 3-5 老朽管路の更新に関する業務指標(PI)】 

業務指標（PI） 
目標値

(H35) 
H25 

全国平均値

（H23） 
備 考 

2103 
経年化管路率 

（％）
28.0 25.5 8.7 

(法定耐用年数を超えた管路延長/

管路総延長)×100 

2104 
管路の更新率 

（％）
0.8 0.43 0.72 

(更新された管路延長/管路総延長)

×100 

その１ 老朽管路の更新 
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これからの水道施設は、人口減少に伴う給水収益の減少と膨大な維持管理費用の拡大

が見込まれ、厳しい財政状況の下、安全に本来の機能を果たすために適切な管理水準で

効率的な維持管理を行うことが必要である。  

■ 施設の維持管理と更新 

施設の健全度を低下させないために、定期的な巡視や漏水調査、機能診断、

老朽管更新などにより事故防止に努める。 

供給に影響を及ぼすことのない更新計画を立案する。 

アセットマネジメント手法を活用した、管理・更新計画(長寿命化計画)を 

策定し実行する。 

【表 3-6 適正な維持管理に関する業務指標(PI)】 

業務指標（PI） 
目標値

(H35) 
H25 

全国平均値

（H23） 
備 考 

5107 
漏水率 

（％）
4.0 6.5 4.2 年間漏水量と年間配水量の割合 

5108 
給水件数当りの漏水量

（m3/年/件）
15.0 18.4 12.6 年間漏水量と給水件数の割合 

漏水は浄水の量的な損失だけでなく、エネルギー損失、給水不良、道路陥没

などの災害にもつながり、社会的に大きな影響を及ぼす。表3-6に示す指標

は、事業効率を表す代表的な指標であるが、耐震化や老朽管の更新など管網

整備等の施策の評価に利用する。 

また図3-4で示すとおり、岩国市水道局では集中監視体制の整備を進めてい

る。 

今後は、施設状況のデータ化や地域住民への協力、民間活用を含め、効率的

な維持管理体制を目指すとともに、迅速な対応と維持管理、更新を合理的に

行うため、点検・診断、評価、計画・設計、修繕等の一連の業務実施プロセ

スをＰＤＣＡサイクルとして実施する。 

その２ 適切な維持管理 

データセンター

ブロードバンド回線

周東地区 美川地区本郷地区岩国地区 玖珂地区由宇地区

モバイル端末

ＰＣ 美和地区 錦地区

【図 3-4 現在進めている集中監視体制】
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構造物又は設備には、税務上の法定耐用年数が設定されている。この耐用年数以上を

経過したものも適正に診断し支障がなければ、継続して利用することが可能である。 

そのため岩国市水道局では、各施設の重要度を位置づけ、経過年数から更新需要を設

定している。 

■ 計画的な財政基盤の構築 

将来にわたり、安定した事業運営を行うため、計画的な施設更新を行う。 

設備状況を把握し、資産管理(アセットマネジメント)を活用した「新岩国市

水道事業財政計画」を策定する。 

耐震化及び老朽施設の更新のため、計画的な財政基盤を構築する。 

今後岩国市水道局では、法定耐用年数の他に更新が必要となる目標耐用年数

を定め、また各設備の重要度を考慮し、予防保全的な補修計画を策定したう

えで、法定耐用年数の超過だけで更新するのではなく、各設備状況を良く把

握し、勘案して効率的に更新する。 

状況により早期に更新する必要がある施設及び設備については、長寿命化計

画(把握・診断・判断)を行い優先的に対応する。 

【表 3-7 更新需要の比較】 

ケース 
更新需要費 

合計額 

H24年 

～H33年 

H34年 

～H43年 

H44年 

～H53年 

H54年 

～H63年 

法定耐用年数 
333.4 億円 

（8.3億円/年）

72.2億円 

（7.2億円/年）

66.0億円 

（6.6億円/年）

87.6億円 

（8.7億円/年）

107.5億円 

（10.7 億円/年）

重要度・優先度を

考慮した場合の 

更新需要 

223.5 億円 

（5.5億円/年）

41.6億円 

（4.1億円/年）

47.5億円 

（4.7億円/年）

84.2億円 

（8.4億円/年）

50.1億円 

（5.0億円/年）

※現在価値資産額ベース  ※基本計画図書より加筆 

※表 3-8 では、施設が被害を受けた場合の重要度の位置づけと更新年数を設定し、下記に示す更新需要を設定している。 

【施設】・浄水の製造と運用が不能となる施設(取水～送水施設)を重要度【大】：法定耐用年数 

・需要家へ供給するための配水施設を重要度【中】：法定耐用年数の 1.5 倍 

・その他直接的に水供給に係らないものを重要度【小】：法定耐用年数の 2.0 倍 

【管路】・取水から送水までの管を重要度【大】：法定耐用年数 

・それ以外の管を重要度【中】：法定耐用年数の 1.5倍  

その３ 資産管理を導入した財政計画 
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岩国市水道局の財政状況は、今後、増々収入が減少する一方で、大量の施設を運用す

る維持管理費、電力費や水処理費など変動費が必要となるため、厳しくなるものと想定

される。 

【図 3-5 10 年後の収益状況(料金据置き)】 

具体的事項として、おいしくて安全な水を安定して供給する水道機能を維持するため

には、今後更に厳しくなる水質基準の遵守にかかる費用、アセットマネジメントを活用

した「新岩国市水道事業財政計画」に基づく老朽化施設の更新・耐震化工事費用など、

収益の増加に直接つながらない投資が必要となる。 

したがって、財源を確保するためには、基本料金と従量料金の配賦や、段階別逓増制

の区分設定など料金体系の見直しを行い、適正な料金を設定する必要がある。 

また、水道料金の見直しには、単に既存施設の運用だけでなく、機能の高度化や施設

の耐震化などの設備投資を考慮する必要がある。 

■ 経営収支の安定化 

今後、水需要の減少による収入の減少が予測されるため、給水原価の低減、

経費の削減に努める。 

安定した収支を目指し、料金体系の検討を行ったうえで、料金の適正化を図

る。 

将来の事業計画を踏まえて、「新岩国市水道事業財政計画」を策定する。 

【表 3-8 経営状況に関する業務指標(PI)】 

業務指標（PI） 
目標値

(H35) 
H25 

全国平均値

（H23） 
備 考 

3002 
経営収支比率 

（％）
120.8 115.1 107.0  

3013 
料金回収率 

（％）
107.5 102.3 100.4 

給水にかかる費用と料金の収入の

割合 

3002：この比率が高いほど経常利益率が高いことを表し、100％未満の場合、経常損失が生じていることを意味する。 

3013：料金回収率が 100％を下回っている場合、給水に掛かる費用が料金の収入以外で賄われていることを意味する。 

その４ 適正な料金検討 

財政赤字の領域 

料金値上げによる財政状況の回復 
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岩国市水道事業の維持管理は、水道局浄水課、玖北事業所、玖西事業所の 3 ヶ所で行

っており、そのなかで、玖北事業所及び玖西事業所は、各3～4名で業務を行っている。 

そのため、この 2 事業所は点在する施設と多数施設を管理しなければならないため、

事務処理が繁雑となっている。 

このことから、浄水障害事例や水質変化、各地区のトピックス、薬品使用量など、水

道局と各事業所間で管理・技術情報を共有化し、連携体制の強化を図る。 

■ 技術力の向上 

水道に対する満足度・要求度など利用者への更なるサービス向上を目指す。 

将来にわたり、給水サービスを持続するための活動として、職員の技術力を

向上させる研修を行う。 

岩国市水道局の事業運営体制は、職員の年齢構成、勤続年数の状況から、完成された

状態であるが、将来ベテラン職員の離職と若手職員の不足から、技術継承への懸念は払

拭されない状況のため、その対応が必要不可欠となる。 

技術継承 

今後、予想される水道事業環境から、個々職員の教育とレベルアップを行い、

適時、参考資料に示すような外部講習会への参加や内部研修を実施する。 

また内部による教育訓練は、効率的なＯＪＴ(On the Job Training：仕事中，

仕事遂行を通して訓練をすること)で行うことを基本とする。 

【表 3-9 研修に関する業務指標(PI)】 

業務指標（PI） 
目標値 

(H35) 
H25 

全国平均値

（H23）
備考 

3103 外部研修時間 6.0 4.0  
(職員が外部研修を受けた時間・人数) 

/ 全職員数 

3104 内部研修時間 6.5 4.3  
(職員が内部研修を受けた時間・人数) 

/ 全職員数 

維持管理体制の強化として、全国で導入が検討されている浄水場以外の施設の巡回点検、 

保全活動など、水道施設維持管理業務の一部を外部委託することを検討する。 

その５ 組織力の強化 

その６ 内部・外部研修の実施 

その７ 外部委託の活用 

- 70 -



[参考資料] 

「公益社団法人 日本水道協会」が主催する主な研修会・講習会 

■ 水道施設耐震技術研修会 

水道事業において重要な課題となっている水道施設の耐震化について、実務に活用で

きる体系的知識の習得を目指す。 

■ 浄水場等設備技術実務研修会 

浄水場・給水所等の運転管理に携わる技術系職員を対象とし、実際にポンプ実流試験

装置を使った実習等、機器類の運転・操作を体験するとともに設備機器の保守・管理

の実務を習得することによって、受講者の技術・技能レベルの向上を図る。 

■ 漏水防止講座 

水道事業において重要な課題となっている漏水防止について、漏水防止業務に従事す

る技術者を対象として、漏水発見機器を見て、さわって、経験することによって、技

術者の育成と資質の向上を図る。 

■ 未納料金対策実務研修会 

水道事業運営上の重要な課題となっている料金未納対策について、実務面を主体に研

修を行い、料金徴収業務の円滑な運営を図る。 

■ 新任水道事業管理者研修会 

新たに水道事業管理者に就任された方を対象に、水道事業管理者として必要な研修を

行い、水道事業の健全な経営に資する。 

■ 水道事業管理職事務研修会 

最近の水道事業運営上の課題をテーマとした研修を行い、管理的な立場にある方々の

業務の遂行に資する。 

■ 水道技術管理者研修会 

水道事業の直面する技術的諸問題並びに時代に即応する高度な技術について研修を行

い、水道技術の向上に資する。 

■ 水道技術者研修会 

水道に従事する技術者に必要な水道施設の設計、維持管理に関する新知識、新技術に

ついて研修・討議を行い、技術水準の質的向上を図る。 

■ 配管設計・配水管工技能講習会 

配管設計は、配水管の設計に関する基礎知識から製図・積算までの実務能力の習得を

行い、配水管工技能は、耐震継手管の配管・接合に関する知識や技能の習得を図る。 
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（４）水道の社会的責務（環境・国際）

環境対策は、水道事業者としてより一層、環境への負担を軽減するとともに、水循環

の健全性を日頃から意識し、積極的に取り組む。 

また、環境学習や社会学習の場を通じて、水に対する意識と理解を深め、情報交換を

行うことで国際貢献を図っていく。 

全国の水道事業は、配水ポンプ等による水の移送に多大なエネルギーを必要とし、年

間約80億キロワット（全国の電力の約0．8％）を消費している。 

水道事業を行う地域の地形にも依存するが、特に給水量が 10 万 m3未満(岩国市:1 日

最大給水量約 5 万 2 千 m3/日)の中小規模の水道施設の場合は、エネルギー使用の効率

が悪いと言われている。 

岩国市は丘陵地が点在しており、一日最大給水量が100 m3/日前後の小規模的な施設

が数多く存在する。 

そのため、圧力ロスの改善や余剰エネルギーの利用など、環境対策の一環として省エ

ネ・再生エネルギーの導入を検討することが必要である。 

■ 環境保全 

既存又は新規の水道施設の更新において、より効率的な機器・制御システム、

未利用圧力の利用の設備を検討し、水道施設及び水運用システム全体における

消費電力量の削減に努める。 

１）省エネルギー対策の推進

■ 機械設備や電気設備を更新す

る際には、省エネ機器の導入に

努める。(高効率の機器・設備

の導入、ポンプのインバータ制

御化、ポンプの低揚程化など) 

■ エネルギーロスを最小限とした送配水更新計画に努める。(設備機器の運転、制御 

方法の見直しなど) 

環境省 HPより

【図 3-6 省エネ例】 

その１ 環境保全への取組み 
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２）再生可能エネルギー設備の導入

■ 遊休地や余剰エネルギーを利用し、再生可能エネルギー設備の導入に努める。 

（小水力発電、太陽光発電など）  

※環境省HPより 

【図 3-7 導入設備の例】 

３）その他の対策

■ 空調設備の運転管理強化に努める。 

（温度、換気回数、運転時間の適正化等） 

■ 照明設備の間引き、照明調整に努める。 

（スケジュール、台数運転等） 

【表 3-10 環境に関する業務指標(PI)】 

業務指標（PI） 
目標値

(H35) 
H25 

全国平均値

（H23） 
備 考 

4001 
配水量1m3当り 

電力消費量  （kwh/m3）
0.45 0.48 0.30 

年間配水量に対し全施設の電力

使用量の割合 

4002 
配水量1m3当り 

消費エネルギー（MJ/m3）
1.70 1.74 1.17 

年間配水量に対し全施設での総

エネルギー消費量の割合 

その１ 環境保全への取組み (つづき) 
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将来、人口減少が予測されるなか、蛇口から直接飲める安全でおいしい水を継続して

供給するためには、住民の理解と協力を得ながら、料金の改定、耐震化工事、災害時で

の応急給水体制など水道事業を円滑に進めることが必要である。 

このことから、岩国市水道局は住民の意識と理解を高めるため、住民との連携（コミ

ュニケーション）を促進すると共に、飲料水へのニーズの多様化に対する活動に継続し

て取組む。 

１）環境学習、社会学習の場の提供

■ 将来を担う子供たちに、水道を正し 

く理解してもらう取組みとして、 

浄水場見学を実施している。 

■ 出前授業では、環境フェスタを開催 

し、保護者、地域住民にも参加し 

て頂くことに取組んでいる。 

■ 水道事業者が県市町村の教育委員 

会や学校現場と連携し、授業の一 

環として、水道の各種学習の場の         【写真 3-3 社会科見学の模様】    

充実に取組んでいる。 

これら環境学習、社会学習の場を継続して提供していく。 

【図 3-8 岩国環境フェスタ 2014 の案内】

その２ 地域住民とのコミュニケーション 
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２）飲料水へのニーズの多様化に対する活動

■ 蛇口の水を飲むことができる水道の歴史や文化を継承しつつ、水道水のペットボト 

ル水『大吟浄の水』を一般向け販売に利用するなど、積極的な広報活動を実施して 

いる。 

■ 岩国市水道局では、「水道ガブ飲み戦略」として、市内の小学校に“水飲み場”を 

平成 26(２０１４)年度から 5 年間で 15 校に整備することとし、初年度は、「麻

里布小学校」「愛宕小学校」「灘小学校」の３校に設置した。 

【写真 3-4 学校内に整備された水飲み場で水を飲む児童たち】 

【写真 3-5 岩国市水道局のペットボトル水(500ml)大吟浄の水】 

３）住民との連携（コミュニケーション）の促進

■  将来を担う子供たちや保護者、地域住民への出前講座、環境学習、社会学習の場

及び定期訓練を通じて、連携(コミュニケーション)に努める。 

■  飲料水へのニーズの多様化に対する活動に努める。 

その２ 地域住民とのコミュニケーション (つづき) 
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岩国市水道局では、国際貢献を踏まえた環境学習、社会学習の場の提供として、米海

兵隊岩国航空基地ペリースクールの生徒を対象に「豊かな水事情である岩国市での安全

で安心な水のつくり方」と題し、浄水場見学を実施している。 

今後も「安全な水づくり」、「環境の大切さ」、「水の大切さ」をキーワードに、学校、 

保護者を対象に、水に対する意識と理解を深め、情報交換を行うことで国際貢献を図っ

ていく。 

その３ 国際貢献 
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（５）広域連携（強靭・持続）

新水道ビジョン(厚生労働省)で示された発展的広域化とは、事業統合や新たな広域化の

ように連携形態にとらわれない多様な形態の広域連携することである。 

理想的な広域化の枠組みについて、地域の特性を考慮しつつ、施設の共同整備や人材

育成等の幅広い観点から水道事業の持続性を確保することを目的とし、多角的に検討す

る。 

広域化の全容を踏まえ、住民や議会等との合意形成に配慮しながら、連携形態にとらわ

れない多様な形態の広域連携を検討のうえ、実現に向けた枠組みの設定により、関係者

との調整などを進めることを目指す。 

岩国市だけでなく、今後の社会情勢を見ながら、山口県や広島県など近隣水道事業者

と協力して、新たな広域連携の取組みを目指し、第3章第3節(2)に掲げられた確実な給

水の確保(強靭)を実現するための具体的な施策を以下に示す。 

また、通常の管理や災害時等における給水確保を実現するために、住民との連携を構

築していくことを目指す。 

①. 災害対策の共同化 

②. 大規模災害を想定した合同訓練 

③. 資機材の共同購入・共同保有 

④. 水質管理の共同実施 

⑤. 人材育成・技術力向上 

その２ 近隣水道事業者との連携 

その１ 発展的な広域化 
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第４章 フォローアップ（見直し体制の計画）



【ＰＤＣＡサイクル】

岩国市水道局が掲げる、基本理念「安心をそえて届ける水道水」を実現するために、

スパイラルアップによる｢計画（Ｐ）｣・｢施行（Ｄ）｣・｢評価（Ｃ）｣・｢改善（Ａ）｣サ

イクル(ＰＤＣＡサイクル)を継続する必要がある。 

【図 4-1ＰＤＣＡサイクル】 

安心をそえて届ける水道 

～継続的な改善活動～ 

P(Plan)

計画の策定

●ビジョン・目標の設定・見直し

●施策の策定

D(Do)

事業(施策)の実施

●事業進捗の管理

C(Check)

評価

●事業内容の評価

●目標達成状況の確認

A(Action)

改善

●未達成目標の対処

●改善策の立案
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【見直し計画】 

今回の水道ビジョンは、平成27(201５)年度から平成35(2023)年度までとし、 

この期間で目標を達成するために、ＰＤＣＡサイクルを活用して事業を進めていく必

要がある。 

途中段階の見直しは、概ね5年とした平成30年(2018)年度に設定し、事業の進捗

や目標達成状況、社会的ニーズによって、フィードバックやレベルアップを図る。 

【図 4-2 段階的な見直し】 

図 4-2 に示すとおり、水道事業の計画・施行・評価・改善のサイクルを長期にわた

り継続していくことで、将来的に岩国市の水道事業の理念・理想像を具現化することを

目指すものである。 

目標の達成状況
現状評価と課題
（中間見直し）

計画見直し

最終目標の

達成状況
事業評価 計画見直し

H26年度

H27年度

H28年度

(全簡水統合) H29年度

H30年度（中間見直し年度）

H31年度

H32年度

H33年度

H34年度

H35年度（最終年度）

中間見直し「ＳＭＡＲＴ」チェック 
Ｓpecific：テーマ「水道ビジョン」で掲げる進捗率は？

Ｍeasurable：PI 指標値は幾つであるか？ 

Ａttainable：達成可能なレベルであったか？ 

Ｒesult-based：目標に対する達成率は？ 

Ｔime-oriented：平成35年度の実現が可能か？ 
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岩国市水道局では、第２次岩国市総合計画（岩国市のまちづくり）の将来

像である「豊かな自然と歴史に包まれ、笑顔と活力あふれる交流のまち岩国

～人・まちをつなぐ明日への架け橋～」と日本の水道の将来像（国から示さ

れた「新水道ビジョン」の方針）に基づき、平成 35 年度を目標年度とした

『岩国市水道ビジョン』を策定しました。 

この岩国市水道ビジョンは、これまで行ってきた水道事業基本計画から、

今後乗り越えなければならない課題を明らかにし、その課題の解消に向けた

取組みの方向性を示しています。 

今後、水道事業は人口減少に伴う水需要の減少から給水収益の減収が見込

まれるなか、維持管理、応急給水拠点対策事業、基幹施設の更新・耐震化補

強事業、基幹管路の経年管更新事業など、各施策にかかる費用の確保から、

経営環境がますます厳しくなることが想定されます。 

そのため、執行体制の整備、水道施設の最適化による事業費の削減、並び

に施設や管路の「更新計画」、「耐震化計画」及び「水安全計画」などの計画

に、今後も継続的に取組んでいかなければなりません。 

この方策を確実に実施することで、岩国市の水道は次世代に向かって、正

しく受け継がれていくことができると確信しています。 

これからの岩国市水道局は、将来にわたって住民の快適な生活を支えるた

め、また予想される厳しい事業環境を乗り越えるため、フォローアップを踏

まえて段階的、継続的に改善を行い、効率よく効果的な運営に取組んでいき

ます。 

最後に、各施策目標を達成するよう努力し、岩国市水道局が理想とする 

～ 安心をそえて届ける水道水 ～ 

の実現に向けて、市民の皆様とともに、より良い水道を目指していきます。 

平成 27（2015）年 3 月 

岩国市水道局 



平成２６年６月、岩国市水道局では、岩国

市の水道水が、安全で安心して飲めるおいし

い水であることをＰＲするとともに、市民か

ら親しまれる水道をめざす啓発活動の一環と

して、オリジナルキャラクターを制作しまし

た。 

キャラクターの図案は、市内デザイン業者

４社からのサンプル図案を水道局選考委員会

で選定し、制作委託業者（Ｍｉｐｓ・デザイ

ン－岩国市麻里布町－）を決定後、最終図案

を完成させました。  

キャラクターの愛称は、岩国市立中学校２

年生を対象に募集し水道局選考委員会で選定

し、６４７通の応募の中から東中学校の女子

生徒の作品「いーすぃ」に決定しました。岩

国の水道と良い水「いいすい」をイメージし

て命名されました。

平成２６年度版 岩国市水道ビジョン 

平成２７年３月  発行 
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